
（平成２２年１１月１０日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 32 件

国民年金関係 2 件

厚生年金関係 30 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 30 件

国民年金関係 14 件

厚生年金関係 16 件

年金記録確認兵庫地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



 
 

兵庫国民年金 事案 1924 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 52年４月から 53年３月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正す

ることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 31年生 

    住 所 ：  

   

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 52年３月から 53年３月まで 

昭和 52年３月に父が事故にあったため、急きょ、Ａ市のＢ社を退職して、

Ｃ県Ｄ市の実家へ帰った。同社を退職する時、事務の人から、国民年金の

手続をするように教えてもらっていたので、同年３月 19日に私自身が同市

役所Ｅ出張所で手続を行った。その後は、Ｆ金融機関へ納付書を持って払

い込みに行き、領収書をもらった。１か月ごとに 2,000 円前後の保険料を

納付した記憶がある。それなのに、その期間は、年金に入っていないと言

われたが、そんなはずはないので、よく調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間のうち、昭和 52年４月から 53年３月までの期間について、Ｄ市の

国民年金被保険者台帳及び国民年金被保険者原票によれば、申立人の資格取得

日は、当初 52年３月 19日とされ、その後、当該期間の国民年金保険料を納付

していることが確認できるが、53 年７月以降に資格取得日が同年４月 1 日へ

と変更された上、納付済みとされていた当該期間の国民年金保険料が還付され

た旨の記録が確認できる。 

しかし、オンライン記録によると、上記の昭和 52年４月から 53年３月まで

の期間については、申立人は厚生年金保険及び他の被用者年金に加入していな

いことが確認できるため、当該期間について国民年金被保険者資格を喪失させ

た上、納付済みの国民年金保険料を還付する合理的理由は無く、国民年金保険

料を還付することは、制度上、誤った取扱いとなる。 

また、国民年金被保険者原票によれば、上記の処理について還付決定日の記



 
 

載は無く、還付決定が行われた時期が不明であり、Ｇ年金事務所によると、還

付整理簿は保存されておらず、申立人に対する保険料の還付の有無を確認する

ことはできない。 

一方、申立期間のうち、昭和 52 年３月については、Ｄ市の国民年金被保険

者台帳及び国民年金被保険者原票によれば、当該期間に申立人が国民年金保険

料を納付したこと、及び還付されたことは確認できない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和52年４月から53年３月までの国民年金保険料を納付していたものと認めら

れる。 



 
 

兵庫国民年金 事案 1925 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 36 年度のうち未納とされている２か月の国民年金保険料につ

いては、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが

必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 13年生 

    住 所 ：  

   

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年度のうち未納とされている２か月 

昭和 36年に国民年金に加入してから 60歳になるまで、保険料を一貫して

納付してきたが、昭和 36 年度のうち２か月は納付していないとされている

ことに納得できない。当時は地区の婦人会が３か月ごとに集金していたこと

をよく記憶している。詳しく調査して記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、国民年金手帳記号番号が払い出されて以降、60歳に達するまで、

申立期間を除いて保険料をすべて納付しており、納付意識の高さがうかがえる。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は、申立人は昭和 36 年当時、夫が厚

生年金保険被保険者であったため、本来は任意加入被保険者たるべき者であっ

たが、強制被保険者として払い出されていることが確認できる上、前後の同手

帳記号番号の被保険者に係る資格取得日及び保険料納付開始月から、申立人は

昭和 36 年４月の国民年金制度発足時から加入していたものと推認できること

から、申立期間の保険料を納付することが可能である。 

さらに、オンライン記録によると、申立人の昭和 36 年度の保険料納付実績

は 10 か月納付とのみ記録されており、国民年金被保険者原票及びＡ市の国民

年金被保険者名簿が既に廃棄されていることから、同年度のいずれの月が未納

であったか不明であるところ、Ａ市では、当時の保険料は地域の納付組織によ

り３か月を単位として集金されていたとしており、３の倍数ではない 10 か月

の納付記録は不自然であり、申立人の納付意識の高さを踏まえると、申立人は、

申立期間についても保険料を納付していたと考えるのが自然である。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



 

兵庫厚生年金 事案 2314 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保

険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、申立

期間の標準賞与額に係る記録を、平成 17 年４月 25 日及び 18 年４月 25 日は

50万円、19年１月 20 日は 75万円、同年４月 25日は 50万円とすることが必

要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 54年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 17年４月 25日 

             ② 平成 18年４月 25日 

             ③ 平成 19年１月 20日 

             ④ 平成 19年４月 25日 

    Ａ社から、平成 17年４月 25日、18年４月 25日、19年１月 20日及び同

年４月 25 日に支給された賞与において厚生年金保険料を控除されたにもか

かわらず、申立期間の記録が確認できない。このため、控除された保険料が、

年金給付額に反映されるよう年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社から提出された給与所得に対する所得税源泉徴収簿及び同徴収簿の社

会保険料額の内訳表により、申立人は、申立期間①から④までについて、その

主張する額の標準賞与額（申立期間①及び②は50万円、申立期間③は75万円、

申立期間④は 50 万円）に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められる。 

   なお、申立人の申立期間①から④までに係る厚生年金保険料の事業主による

納付義務の履行については、事業主は不明としているが、事業主が当該期間に

係る賞与支払届を社会保険事務所（当時）に届け出たにもかかわらず、社会保

険事務所がこれを記録していないとは考え難いことから、事業主が当該期間に

係る賞与支払届を提出していない結果、社会保険事務所は、申立人に係る申立

期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主

は当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



 

兵庫厚生年金 事案 2315 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準報酬月額については、当該期間のうち、平成

11 年９月は 19 万円、12 年９月は 20 万円、15 年４月から 17 年３月までの期

間は 28万円、同年４月は 26万円、同年５月及び同年６月は 28 万円、同年７

月は 26万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人の当該期間に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づ

く厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）

を納付する義務を履行していないと認められる。 

   また、申立人の申立期間に係る賞与については、当該期間のうち、平成 18

年 12月８日の賞与に係る標準賞与額は、厚生年金保険法第 75条本文の規定に

より、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされているが、

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されて

いたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給

付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例法」という。）に基づ

き、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を 18 万円に訂正することが必

要である。 

   なお、事業主は、申立人の当該期間に係る上記訂正後の標準賞与額に基づく

厚生年金保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 46年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 11年９月７日から 19年７月 20日まで 

私は、Ａ社からＢ社に派遣され、Ｃ業務をしていたが、この時期の給与明

細書によると、厚生年金保険料が改ざんされているように思えるので、調査

の上、訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立人は、申立期間の標準報酬月額及び標準賞与額の相違について申し立

てているが、特例法に基づき、標準報酬月額（標準賞与額）を改定又は決定

し、記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと



 

認められる保険料額及び申立人の報酬月額又は賞与額のそれぞれに基づく

標準報酬月額（標準賞与額）の範囲内であり、これらの標準報酬月額（標準

賞与額）のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

申立人が提出した給与明細書によると、申立人は、申立期間のうち、平成

11 年９月、12 年９月、15 年４月から 17 年７月までについて、Ａ社が社会

保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額に基づく厚生年金保険料よりも

高額の保険料を給与から控除されており、控除された保険料額又は報酬月額

に見合う標準報酬月額が、届け出られた標準報酬月額よりも高いことが確認

できる。 

 したがって、申立期間に係る標準報酬月額については、当該期間のうち、

平成 11年９月は 19万円、12年９月は 20万円、15年４月から 17 年３月ま

での期間は 28万円、同年４月は 26万円、同年５月及び同年６月は 28万円、

同年７月は 26万円に訂正することが必要である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は実際の給与より低い報酬月額を届け出たとしていることから、

その結果、社会保険事務所は、当該報酬月額に見合う上記期間に係る厚生年

金保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該厚生年金保険

料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義

務を履行していないと認められる。 

２ オンライン記録によれば、申立期間のうち、平成 18年 12月８日に支給さ

れた賞与については、当初は記録されていないが、当該賞与に係る保険料の

徴収権が時効により消滅した後の平成 21年 10月に 24万 9,000円に訂正さ

れたところ、厚生年金保険法第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基

礎となる標準賞与額とはならない記録とされている。 

    しかしながら、平成 18年 12月８日に支給された賞与については、Ａ社に

係る賞与計算書及び申立人が提出した給与明細書により、18 万円の標準賞

与額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められる。 

なお、申立人の当該標準賞与額に係る厚生年金保険料の事業主による納付

義務の履行については、事業主は、申立人の申立期間に係る賞与に関する届

出を行っていないことを認めていることから、これを履行していないと認め

られる。 

３ 一方、申立期間のうち、平成 11年 10月から 12年８月までの期間、同年

10月から 15年３月までの期間及び 17年８月から 19年６月までの期間にお

いて、12年１月、同年２月及び 14年８月については、給与明細書が残って

おらず、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことが確認できない上、それ以外の期間につい

ては、給与から控除された保険料額又は報酬月額に見合う標準報酬月額が、



 

オンライン記録上の標準報酬月額と同額かそれを下回る額であることが確

認できることから、特例法による保険給付の対象に当たらないため、あっせ

んは行わない。   

    また、Ａ社に係る賞与計算書及び申立人が提出した給与明細書によれば、

申立期間に係る賞与のうち、平成 15 年７月、同年 12 月、16 年７月、同年

12月、17年７月 15日、同年 12月９日及び 19年７月 13日に支給された賞

与については厚生年金保険料が控除されていない上、18 年７月に係る賞与

については、当該賞与から控除された保険料額又は賞与額に見合う標準賞与

額が、オンライン記録上の標準賞与額と同額であることが確認できることか

ら、特例法による保険給付の対象に当たらないため、あっせんは行わない。 



 

兵庫厚生年金 事案 2316 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間のうち、平成 18年７月 19日に係る標準賞与額の記録につ

いては、事後訂正の結果 19 万円とされているところ、当該額は厚生年金保険

法第 75 条本文の規定に該当することから、年金額の計算の基礎となる標準賞

与額は訂正前の 14 万円とされているが、申立人は、同日の賞与について、標

準賞与額（14 万 2,000 円）に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から

控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保

険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例法」という。）

に基づき、申立人の同日における標準賞与額を 14 万 2,000 円とすることが必

要である。 

   なお、事業主は、申立人の当該期間に係る上記訂正後の標準賞与額に基づく

厚生年金保険料（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納

付する義務を履行していないと認められる。 

   また、申立人の申立期間のうち、平成 18年 12月８日及び 19年７月 13日に

係る標準賞与額の記録については、厚生年金保険法第 75条本文の規定により、

年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされているが、申立人

は、両日の賞与について、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されて

いたことが認められることから、当該記録を取り消し、特例法に基づき、申立

人の両日における標準賞与額を 13万 4,000円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人の当該期間に係る上記訂正後の標準賞与額に基づく

厚生年金保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 51年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年 12月 16日から 19年９月 30日まで 

私は、会社の同僚から、「Ａ社は、社員の厚生年金保険について、社会保

険事務所（当時）に、実際の給与や賞与に見合った届出を行っていない。」

と聞いた。 

Ａ社に尋ねると、このことを認め、年金記録確認の申立てを行うようにと

のことであった。 

調査の上、年金記録を訂正してほしい。 



 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立人は、申立期間の標準報酬月額及び標準賞与額の相違について申し立

てているが、特例法に基づき、標準報酬月額（標準賞与額）を改定又は決定

し、記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと

認められる保険料額及び申立人の報酬月額又は賞与額のそれぞれに基づく

標準報酬月額（標準賞与額）の範囲内であり、これらの標準報酬月額（標準

賞与額）のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

    オンライン記録によれば、申立人の申立期間における賞与のうち、平成

18 年７月 19 日に支給された賞与に係る標準賞与額については、当初 14 万

円（賞与支払日は、18年７月 25日）と記録されていたが、当該賞与に係る

保険料の徴収権が時効により消滅した後の平成 21年 10月に 14万円から 19

万円に訂正されたところ、厚生年金保険法第 75 条本文の規定により、年金

額の計算の基礎となる標準賞与額は、当該訂正後の標準賞与額（19 万円）

ではなく、当初記録されていた標準賞与額（14万円）となっている。 

    しかしながら、平成 18年７月 19日に支給された賞与については、Ａ社に

係る賞与計算書により、14 万 2,000 円の標準賞与額に基づく厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

    なお、申立人の当該標準賞与額に係る厚生年金保険料の事業主による納付

義務の履行については、事業主は、申立人の申立期間のうち平成 18 年７月

19 日の賞与に関する届出を社会保険事務所に対し誤って行い、また、当該

賞与に係る厚生年金保険料については、過小な納付であったことを認めてい

ることから、これを履行していないと認められる。 

２ オンライン記録によれば、申立期間のうち、平成 18 年 12 月８日及び 19

年７月３日に支給された賞与については、当初は記録されていないが、当該

賞与に係る保険料の徴収権が時効により消滅した後の平成 21 年 10 月に 18

万1,000円に訂正されたところ、厚生年金保険法第75条本文の規定により、

年金額の計算の基礎となる標準賞与額とはならない記録とされている。 

    しかしながら、平成 18年 12月８日及び 19年７月３日に支給された賞与

については、Ａ社に係る賞与計算書により、13 万 4,000 円の標準賞与額に

基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認め

られる。 

なお、申立人の当該標準賞与額に係る厚生年金保険料の事業主による納付

義務の履行については、事業主は、申立人の申立期間に係る賞与に関する届

出を行っていないことを認めていることから、これを履行していないと認め

られる。 

  ３ 一方、上記賞与計算書によれば、平成 17年７月 15日及び同年 12月９日

に支払われた賞与からは厚生年金保険料が控除されていないことが確認で

きることから、特例法による保険給付の対象に当たらないため、あっせんは

行わない。 



 

  ４ 申立人が提出した給与明細書によると、申立期間において、給与から控除

された厚生年金保険料控除額又は報酬月額に見合う標準報酬月額が、オンラ

イン記録上の標準報酬月額と同額かそれを下回る額であることが確認でき

ることから、特例法による保険給付の対象に当たらないため、あっせんは行

わない。 



 

兵庫厚生年金 事案 2317 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間のうち、平成 18年７月 19日に係る標準賞与額の記録につ

いては、事後訂正の結果 14 万円とされているところ、当該額は厚生年金保険

法第 75 条本文の規定に該当することから、年金額の計算の基礎となる標準賞

与額は訂正前の９万円とされているが、申立人は、同日の賞与について、標準

賞与額（９万 8,000円）に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の

保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例法」という。）

に基づき、申立人の同日における標準賞与額を９万 8,000円とすることが必要

である。 

   なお、事業主は、申立人の当該期間に係る上記訂正後の標準賞与額に基づく

厚生年金保険料（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納

付する義務を履行していないと認められる。 

   また、申立人の申立期間のうち、平成 18年 12月８日及び 19年７月 13日に

係る標準賞与額の記録については、厚生年金保険法第 75条本文の規定により、

年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされているが、申立人

は、両日の賞与について、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されて

いたことが認められることから、当該記録を取り消し、特例法に基づき、両日

に係る標準賞与額を 11万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人の当該期間に係る上記訂正後の標準賞与額に基づく

厚生年金保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 56年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 17年 12月１日から 18年２月１日まで 

             ② 平成 18年２月１日から 19年９月 30日まで 

私は、Ａ社からＢ社に派遣され、Ｃ業務をしていた。Ａ社は、給与明細書

に書かれていた厚生年金保険料の控除額よりも低額の厚生年金保険料を、社

会保険事務所（当時）に納付していたかも知れないので、調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間②については、申立人は、申立期間の標準報酬月額及び標準賞与



 

額の相違について申し立てているが、特例法に基づき、標準報酬月額（標準

賞与額）を改定又は決定し、記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業

主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額又は賞

与額のそれぞれに基づく標準報酬月額（標準賞与額）の範囲内であり、これ

らの標準報酬月額（標準賞与額）のいずれか低い方の額を認定することとな

る。 

    オンライン記録によれば、申立人の申立期間②における賞与のうち、平成

18年７月 19日に支給された賞与に係る標準賞与額については、当初９万円

（賞与支払日は、18年７月 25日）と記録されていたが、当該賞与に係る保

険料の徴収権が時効により消滅した後の平成 21年 10月に９万円から 14万

円に訂正されたところ、厚生年金保険法第 75 条本文の規定により、年金額

の計算の基礎となる標準賞与額は、当該訂正後の標準賞与額（14 万円）で

はなく、当初記録されていた標準賞与額（９万円）となっている。 

    しかしながら、平成 18年７月 19日に支給された賞与については、Ａ社に

係る賞与計算書及び申立人が提出した給与所得退職所得に対する源泉徴収

簿により、９万 8,000円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことが認められる。 

    なお、申立人の当該標準賞与額に係る厚生年金保険料の事業主による納付

義務の履行については、事業主は、申立人の申立期間のうち平成 18 年７月

19 日の賞与に関する届出を社会保険事務所に対し誤って行い、また、当該

賞与に係る厚生年金保険料については、過小な納付であったことを認めてい

ることから、これを履行していないと認められる。 

  ２ オンライン記録によれば、申立人の申立期間②に係る賞与のうち、平成

18 年 12 月８日及び 19 年７月３日に支給された賞与については、当初は記

録されていないが、当該賞与に係る保険料の徴収権が時効により消滅した後

の平成 21年 10月に 16万円に訂正されたところ、厚生年金保険法第 75条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とはならない記録と

されている。 

    しかしながら、平成 18年 12月８日及び 19年７月３日に支給された賞与

については、Ａ社に係る賞与計算書及び申立人が提出した給与所得退職所得

に対する源泉徴収簿により、11 万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人の当該標準賞与額に係る厚生年金保険料の事業主による納付

義務の履行については、事業主は、申立人の申立期間に係る賞与に関する届

出を行っていないことを認めていることから、これを履行していないと認め

られる。 

３ 一方、申立人が提出した給与所得退職所得に対する源泉徴収簿によると、

申立期間②において、事業主が、申立人の給与から控除していたと認められ

る厚生年金保険料控除額又は報酬月額に見合う標準報酬月額がオンライン

記録上の標準報酬月額と同額かそれを下回る額であることが確認できるこ



 

とから、特例法による保険給付の対象に当たらないため、あっせんは行わな

い。 

４ 申立期間①については、Ａ社から提出を受けた申立人に係る健康保険厚生

年金保険被保険者資格取得確認通知書によると、同社は、オンライン記録の

とおり、申立人について、平成 18 年２月１日付けで厚生年金保険の被保険

者資格を取得する届出をしていることが確認できる。 

また、雇用保険記録においても、申立人は、平成 18 年２月１日に同保険

に加入していることが確認できる。 

さらに、申立人が提出した給与所得退職所得に対する源泉徴収簿によると、

申立期間①において、申立人の給与から、厚生年金保険料が控除されていな

いことが確認できる。 

このほか、申立人が申立期間①に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことを示す関連資料は無く、ほかに申立人の給与から厚

生年金保険料が控除されていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらな

い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



 

兵庫厚生年金 事案 2318 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準報酬月額については、当該期間のうち、平成

12年９月及び 15年４月から同年６月までの期間は 22万円、同年７月は 19万

円、同年８月から 17 年３月までの期間、同年５月、同年６月及び同年８月は

22万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人の当該期間に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づ

く厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）

を納付する義務を履行していないと認められる。 

   また、申立人の申立期間に係る賞与については、当該期間のうち、平成 18

年 12月８日の賞与に係る標準賞与額は、厚生年金保険法第 75条本文の規定に

より、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされているが、

申立人は同日の賞与について、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保

険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例法」という。）に

基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を 15 万円に訂正すること

が必要である。 

   なお、事業主は、申立人の当該期間に係る上記訂正後の標準賞与額に基づく

厚生年金保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 35年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 12年１月 14日から 19年７月 21日まで 

私はＡ社から、Ｂ社に派遣され、組立や在庫管理の仕事をしていた。実際

に支払われた給与や賞与と、Ａ社から社会保険事務所（当時）に提出された

給与額や賞与額に違いがある。調査の上、訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立人は、申立期間の標準報酬月額及び標準賞与額の相違について申し立

てているが、特例法に基づき、標準報酬月額（標準賞与額）を改定又は決定

し、記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと

認められる保険料額及び申立人の報酬月額又は賞与額のそれぞれに基づく

標準報酬月額（標準賞与額）の範囲内であり、これらの標準報酬月額（標準

賞与額）のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

    申立人が提出した給与明細書によれば、申立人は、申立期間のうち、平成



 

12 年９月及び 15 年４月から 17 年３月まで、同年５月、同年６月及び同年

８月について、Ａ社が社会保険事務所に届け出た標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料よりも高額の厚生年金保険料を給与から控除されており、控除さ

れた保険料額又は報酬月額に見合う標準報酬月額が、届け出られた標準報酬

月額よりも高いことが確認できる。 

    したがって、申立期間に係る申立人の標準報酬月額については、平成 12

年９月及び 15年４月から同年６月までの期間は 22万円、同年７月は 19万

円、同年８月から 17 年３月までの期間、同年５月、同年６月及び同年８月

は 22万円に訂正することが必要である。 

    なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主が実際の給与より低い報酬月額を届け出たとしていることから、

その結果、社会保険事務所は、当該報酬月額に見合う上記期間に係る厚生年

金保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該厚生年金保険

料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義

務を履行していないと認められる。 

２ オンライン記録によれば、申立期間のうち、平成 18年 12月８日に支給さ

れた賞与については、当初は記録されていないが、当該賞与に係る保険料の

徴収権が時効により消滅した後の平成 21年 10月に 20万円に訂正されたと

ころ、厚生年金保険法第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎とな

る標準賞与額とはならない記録とされている。 

    しかしながら、平成 18年 12月８日に支給された賞与については、Ａ社に

係る賞与計算書により、15 万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人の当該標準賞与額に係る厚生年金保険料の事業主による納付

義務の履行については、事業主は、申立人の申立期間に係る賞与に関する届

出をしていないことを認めていることから、これを履行していないと認めら

れる。 

３ 一方、申立期間のうち、平成 12年１月から同年８月まで、同年 10月から

15年３月まで、17年４月、同年７月及び同年９月から 19年６月までの期間

については、給与から控除された保険料額又は報酬月額に見合う標準報酬月

額が、オンライン記録上の標準報酬月額と同額かそれを下回る額であること

が確認できることから、特例法による保険給付の対象に当たらないため、あ

っせんは行わない。   

また、Ａ社に係る賞与計算書によれば、申立期間のうち、平成 17 年７月

15日、同年 12月９日及び 19年７月 13日に支払われた賞与からは厚生年金

保険料が控除されておらず、18年７月 19日に係る賞与については、当該賞

与から控除された保険料額又は賞与額に見合う標準賞与額が、オンライン記

録上の標準賞与額と同額であることが確認できることから、特例法による保

険給付の対象に当たらないため、あっせんは行わない。 



 

兵庫厚生年金 事案 2319 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保

険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、申立

期間の標準賞与額に係る記録を、平成 15 年 12 月 17 日は 11 万 4,000 円、16

年 12月 10日は 20万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年 12月 17日 

             ② 平成 16年 12月 10日 

    Ａ社から支給された賞与のうち、平成 15 年 12 月 17 日支給分及び 16 年

12月 10日支給分について、私が所持している賞与支払明細書から、厚生年

金保険料が控除されていることが確認できるにもかかわらず記録が無い。正

しく訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が所持している賞与支払明細書及びＡ社から提出された申立人に係

る賞与の支給控除一覧表により、申立人は、申立期間①及び②について、その

主張する額の標準賞与額（申立期間①は 11万 4,000円、申立期間②は 20万円）

に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認め

られる。 

   なお、申立人の申立期間①及び②に係る厚生年金保険料の事業主による納付

義務の履行については、事業主は申立人の当該期間に係る賞与支払届を提出し

ていなかったことを認めており、その結果、社会保険事務所（当時）は、申立

人に係る当該期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行って

おらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



 

兵庫厚生年金 事案 2320 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間のうち、平成 18年７月 19日に係る標準賞与額の記録につ

いては、事後訂正の結果 13 万 8,000 円とされているところ、当該額は厚生年

金保険法第 75 条本文の規定に該当することから、年金額の計算の基礎となる

標準賞与額は訂正前の８万 8,000円とされているが、申立人は、同日の賞与に

ついて、標準賞与額（９万 8,000円）に基づく厚生年金保険料を事業主により

賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚

生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例法」

という。）に基づき、申立人の同日における標準賞与額を９万 8,000 円とする

ことが必要である。 

   なお、事業主は、申立人の当該期間に係る上記訂正後の標準賞与額に基づく

厚生年金保険料（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納

付する義務を履行していないと認められる。 

   また、申立人の申立期間のうち、平成 18年 12月８日及び 19年７月 13日に

係る標準賞与額の記録については、厚生年金保険法第 75条本文の規定により、

年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされているが、申立人

は、両日の賞与について、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されて

いたことが認められることから、当該記録を取り消し、特例法に基づき、両日

に係る標準賞与額を９万 8,000円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人の当該期間に係る上記訂正後の標準賞与額に基づく

厚生年金保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 51年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 16年８月２日から 17年１月 16日まで 

             ② 平成 17年１月 16日から 19年９月 30日まで 

私は、Ａ社からＢ社に派遣され、Ｃ業務をしていた。Ａ社の給与明細書を

見ると、厚生年金保険料が改ざんされているように思えるので、調査してほ

しい。



 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間②については、申立人は、申立期間の標準報酬月額及び標準賞与

額の相違について申し立てているが、特例法に基づき、標準報酬月額（標準

賞与額）を改定又は決定し、記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業

主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額又は賞

与額のそれぞれに基づく標準報酬月額（標準賞与額）の範囲内であり、これ

らの標準報酬月額（標準賞与額）のいずれか低い方の額を認定することとな

る。 

    オンライン記録によれば、申立人の申立期間②における賞与のうち、平成

18 年７月 19 日に支給された賞与に係る標準賞与額については、当初８万

8,000円（賞与支払日は、18年７月 25日）と記録されていたが、当該賞与

に係る保険料の徴収権が時効により消滅した後の平成 21 年 10 月に８万

8,000円から 13万 8,000円に訂正されたところ、厚生年金保険法第 75条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額は、当該訂正後の標

準賞与額（13 万 8,000 円）ではなく、当初記録されていた標準賞与額（８

万 8,000円）となっている。 

    しかしながら、平成 18年７月 19日に支給された賞与については、Ａ社に

係る賞与計算書により、９万 8,000円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

    なお、申立人の当該標準賞与額に係る厚生年金保険料の事業主による納付

義務の履行については、事業主は、申立人の申立期間のうち平成 18 年７月

19 日の賞与に関する届出を社会保険事務所に対し誤って行い、また、当該

賞与に係る厚生年金保険料については、過小な納付であったことを認めてい

ることから、これを履行していないと認められる。 

  ２ オンライン記録によれば、申立人の申立期間②に係る賞与のうち、平成

18 年 12 月８日及び 19 年７月３日に支給された賞与については、当初は記

録されていないが、当該賞与に係る保険料の徴収権が時効により消滅した後

の平成 21年 10月に 12万 9,000円に訂正されたところ、厚生年金保険法第

75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とはならな

い記録とされている。 

    しかしながら、平成 18年 12月８日及び 19年７月３日に支給された賞与

については、Ａ社に係る賞与計算書により、９万 8,000円の標準賞与額に基

づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認めら

れる。 

なお、申立人の当該標準賞与額に係る厚生年金保険料の事業主による納付

義務の履行については、事業主は、申立人の申立期間に係る賞与に関する届

出を行っていないことを認めていることから、これを履行していないと認め

られる。 

３ 一方、上記賞与計算書によると、申立期間②のうち、平成 17 年７月 15



 

日及び同年 12 月９日に支払われた賞与からは、厚生年金保険料が控除され

ていないことが確認できる上、Ａ社に係る給与計算書によれば、申立期間②

のうち、平成 17年１月から同年 11月までの期間について、事業主が、申立

人の給与から控除していたと認められる厚生年金保険料控除額又は報酬月

額に見合う標準報酬月額がオンライン記録上の標準報酬月額と同額かそれ

を下回る額であることが確認できることから、特例法による保険給付の対象

に当たらず、また、申立期間②のうち、17 年 12 月から 19 年８月までの期

間については、給与明細書等が残っておらず、申立人が主張する標準報酬月

額に基づく厚生年金保険料を、事業主により給与から控除されていたことを

確認できないため、あっせんは行わない。 

４ 申立期間①については、Ａ社から提出を受けた申立人に係る健康保険厚生

年金保険被保険者資格取得確認通知書によると、同社は、オンライン記録の

とおり、申立人について、平成 17年１月 16日付けで厚生年金保険の被保険

者資格を取得する届出を行っていることが確認できる。 

また、雇用保険の記録においても、申立人は、平成 17年１月 16日に同保

険に加入していることが確認できる。 

さらに、Ａ社から提出を受けた給与計算書によると、申立期間①について、

申立人の給与から、厚生年金保険料が控除されていないことが確認できる。 

このほか、申立人が、申立期間①に係る厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことを示す関連資料は無く、ほかに申立人の給与から

厚生年金保険料が控除されていたことをうかがわせる周辺事情も見当たら

ない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



 

兵庫厚生年金 事案 2321 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間のうち、平成 18年７月 19日に係る標準賞与額の記録につ

いては、事後訂正の結果 18 万円とされているところ、当該額は厚生年金保険

法第 75 条本文の規定に該当することから、年金額の計算の基礎となる標準賞

与額は訂正前の 13 万円とされているが、申立人は、同日の賞与について、標

準賞与額（13 万 4,000 円）に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から

控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保

険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例法」という。）

に基づき、申立人の同日における標準賞与額を 13 万 4,000 円とすることが必

要である。 

   なお、事業主は、申立人の当該期間に係る上記訂正後の標準賞与額に基づく

厚生年金保険料（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納

付する義務を履行していないと認められる。 

   また、申立人の申立期間のうち、平成 18年 12月８日及び 19年７月 13日に

係る標準賞与額の記録については、厚生年金保険法第 75条本文の規定により、

年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされているが、申立人

は、両日の賞与について、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されて

いたことが認められることから、当該記録を取り消し、特例法に基づき、両日

に係る標準賞与額を 12万 6,000円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人の当該期間に係る上記訂正後の標準賞与額に基づく

厚生年金保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 58年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 17年１月 16日から 19年７月 31日まで 

Ａ社から電話があり、私が同社に在籍していた期間の一部について、報酬

に関する年金記録の訂正を社会保険事務所（当時）に申し立てるように言わ

れた。 

調査の上、年金記録を訂正してほしい。 

 



 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立人は、申立期間の標準報酬月額及び標準賞与額の相違について申し立

てているが、特例法に基づき、標準報酬月額（標準賞与額）を改定又は決定

し、記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと

認められる保険料額及び申立人の報酬月額又は賞与額のそれぞれに基づく

標準報酬月額（標準賞与額）の範囲内であり、これらの標準報酬月額（標準

賞与額）のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

    オンライン記録によれば、申立人の申立期間における賞与のうち、平成

18 年７月 19 日に支給された賞与に係る標準賞与額については、当初 13 万

円（賞与支払日は、18年７月 25日）と記録されていたが、当該賞与に係る

保険料の徴収権が時効により消滅した後の平成 21年 10月に 13万円から 18

万円に訂正されたところ、厚生年金保険法第 75 条本文の規定により、年金

額の計算の基礎となる標準賞与額は、当該訂正後の標準賞与額（18 万円）

ではなく、当初記録されていた標準賞与額（13万円）となっている。 

    しかしながら、平成 18年７月 19日に支給された賞与については、Ａ社に

係る賞与計算書により、13 万 4,000 円の標準賞与額に基づく厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

    なお、申立人の当該標準賞与額に係る厚生年金保険料の事業主による納付

義務の履行については、事業主は、申立人の申立期間のうち平成 18 年７月

19 日の賞与に関する届出を社会保険事務所に対し誤って行い、また、当該

賞与に係る厚生年金保険料については、過小な納付であったことを認めてい

ることから、これを履行していないと認められる。 

  ２ オンライン記録によれば、申立人の申立期間に係る賞与のうち、平成 18

年 12月８日及び 19年７月３日に支給された賞与については、当初は記録さ

れていないが、当該賞与に係る保険料の徴収権が時効により消滅した後の平

成 21 年 10 月に 17 万 9,000 円に訂正されたところ、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とはならない記

録とされている。 

    しかしながら、平成 18年 12月８日及び 19年７月３日に支給された賞与

については、Ａ社に係る賞与計算書により、12 万 6,000 円の標準賞与額に

基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認め

られる。 

なお、申立人の当該標準賞与額に係る厚生年金保険料の事業主による納付

義務の履行については、事業主は、申立人の申立期間に係る賞与に関する届

出を行っていないことを認めていることから、これを履行していないと認め

られる。 

  ３ 一方、上記賞与計算書によると、平成 17年７月 15日及び同年 12月９日

に支払われた賞与からは厚生年金保険料が控除されていないことが確認で



 

きることから、特例法による保険給付の対象に当たらないため、あっせんは

行わない。 

  ４ 申立人は、申立期間に係る給与明細書を所持しておらず、報酬月額から控

除されていた厚生年金保険料額を確認することができない上、Ａ社が提出し

た給与計算書によると、申立期間のうち、平成 17年１月から 18年１月まで

の期間及び 18年３月から同年 11月までの期間において、事業主が、申立人

の給与から控除していたと認められる厚生年金保険料控除額又は報酬月額

に見合う標準報酬月額が、オンライン記録上の標準報酬月額と同額かそれを

下回る額であることから、特例法による保険給付の対象に当たらないため、

あっせんは行わない。 



 

兵庫厚生年金 事案 2322 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、平成 13 年 10月１日から同年 11月１日までの

期間及び 13年 12月１日から 14年２月１日までの期間について、その主張す

る標準報酬月額（19 万円）に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことが認められることから、当該期間の標準報酬月額に係る記

録を 19万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂

正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行

していないと認められる。 

    

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 51年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 12年８月１日から 14年３月１日まで 

    申立期間における厚生年金保険被保険者としての標準報酬月額の記録と、

給与明細書の厚生年金保険料控除額による標準報酬月額に相違がある。記録

の訂正を願いたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例法」

という。）に基づき、標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂

正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生

年金保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲

内であり、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の標準報酬月額については、Ａ社が保管する申立人に係

る給与明細書及び賃金台帳において確認できる保険料控除額及び報酬月額か

ら判断すると、申立期間のうち、平成 13年 10月、同年 12月及び 14年１月を

19万円に訂正することが妥当である。 

なお、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履

行については、Ａ社が保管する、申立人に係る健康保険厚生年金保険被保険者



 

資格喪失確認通知書によると、申立人の標準報酬月額に係る記載は、18 万円

であることが確認できることから、社会保険事務所（当時）は、申立人の当該

期間に係る標準報酬月額を 18 万円と決定しており、申立人が主張する標準報

酬月額（19 万円）に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業

主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

一方、申立期間のうち、平成 12 年８月から 13 年９月までの期間、同年 11

月及び 14 年２月については、Ａ社が保管する申立人に係る給与明細書及び賃

金台帳において確認できる厚生年金保険料控除額又は報酬月額に見合う標準

報酬月額のいずれか低い方の額は、オンライン記録の標準報酬月額と同額であ

ることが確認できることから、当該期間は特例法による保険給付の対象に当た

らないため、あっせんは行わない。 

 



 

兵庫厚生年金 事案 2323 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間のうち、平成 18年７月 19日に係る標準賞与額の記録につ

いては、事後訂正の結果 12 万 3,000 円とされているところ、当該額は厚生年

金保険法第 75 条本文の規定に該当することから、年金額の計算の基礎となる

標準賞与額は訂正前の７万 3,000円とされているが、申立人は、同日の賞与に

ついて、標準賞与額（９万 8,000円）に基づく厚生年金保険料を事業主により

賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚

生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例法」

という。）に基づき、申立人の同日における標準賞与額を９万 8,000 円とする

ことが必要である。 

   なお、事業主は、申立人の当該期間に係る上記訂正後の標準賞与額に基づく

厚生年金保険料（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納

付する義務を履行していないと認められる。 

   また、申立人の申立期間のうち、平成 18年 12月８日及び 19年７月 13日に

係る標準賞与額の記録については、厚生年金保険法第 75条本文の規定により、

年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされているが、申立人

は、両日の賞与について、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されて

いたことが認められることから、当該記録を取り消し、特例法に基づき、両日

に係る標準賞与額を９万 8,000円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人の当該期間に係る上記訂正後の標準賞与額に基づく

厚生年金保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 58年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 16年８月９日から同年 12月 16日まで 

             ② 平成 16年 12月 16日から 19年９月 30日まで 

私は、Ａ社から、Ｂ社に派遣され、Ｃ業務をしていた。同社の給与明細書

によると、厚生年金保険料が改ざんされているように思えるので、調査して

ほしい。 

 



 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間②については、申立人は、申立期間の標準報酬月額及び標準賞与

額の相違について申し立てているが、特例法に基づき、標準報酬月額（標準

賞与額）を改定又は決定し、記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業

主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額又は賞

与額のそれぞれに基づく標準報酬月額（標準賞与額）の範囲内であり、これ

らの標準報酬月額（標準賞与額）のいずれか低い方の額を認定することとな

る。 

    オンライン記録によれば、申立人の申立期間②における賞与のうち、平成

18 年７月 19 日に支給された賞与に係る標準賞与額については、当初７万

3,000円（賞与支払日は、18年７月 25日）と記録されていたが、当該賞与

に係る保険料の徴収権が時効により消滅した後の平成 21 年 10 月に７万

3,000円から 12万 3,000円に訂正されたところ、厚生年金保険法第 75条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額は、当該訂正後の標

準賞与額（12 万 3,000 円）ではなく、当初記録されていた標準賞与額（７

万 3,000円）となっている。 

    しかしながら、平成 18年７月 19日に支給された賞与については、Ａ社に

係る賞与計算書により、９万 8,000円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

    なお、申立人の当該標準賞与額に係る厚生年金保険料の事業主による納付

義務の履行については、事業主は、申立人の申立期間のうち平成 18 年７月

19 日の賞与に関する届出を社会保険事務所に対し誤って行い、また、当該

賞与に係る厚生年金保険料については、過小な納付であったことを認めてい

ることから、これを履行していないと認められる。 

  ２ オンライン記録によれば、申立人の申立期間②に係る賞与のうち、平成

18 年 12 月８日及び 19 年７月３日に支給された賞与については、当初は記

録されていないが、当該賞与に係る保険料の徴収権が時効により消滅した後

の平成 21年 10月に 12万 2,000円に訂正されたところ、厚生年金保険法第

75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とはならな

い記録とされている。 

    しかしながら、平成 18年 12月８日及び 19年７月３日に支給された賞与

については、Ａ社に係る賞与計算書により、９万 8,000円の標準賞与額に基

づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認めら

れる。 

なお、申立人の当該標準賞与額に係る厚生年金保険料の事業主による納付

義務の履行については、事業主は、申立人の申立期間に係る賞与に関する届

出を行っていないことを認めていることから、これを履行していないと認め

られる。 



 

  ３ 一方、上記賞与計算書によると、申立期間②のうち、平成 17 年７月 15

日及び同年 12 月９日に支払われた賞与からは厚生年金保険料が控除されて

いないことが確認できる上、Ａ社に係る給与計算書によれば、申立期間②の

うち、平成 16年 12月から 17年 11月までの期間については、事業主が、申

立人の給与から控除していたと認められる厚生年金保険料控除額又は報酬

月額に見合う標準報酬月額がオンライン記録上の標準報酬月額と同額かそ

れを下回る額であることが確認できることから、特例法による保険給付の対

象に当たらず、また、申立期間②のうち、17 年 12 月から 19 年８月までの

期間については、給与明細書等が残っておらず、申立人が主張する標準報酬

月額に基づく厚生年金保険料を、事業主により給与から控除されていたこと

を確認できないため、あっせんは行わない。 

４ 申立期間①については、Ａ社が提出を受けた申立人に係る健康保険厚生年

金保険被保険者資格取得確認通知書によると、同社は、オンライン記録のと

おり、申立人について、平成 16年 12 月 16 日付けで厚生年金保険の被保険

者資格を取得する届出を行っていることが確認できる。 

また、雇用保険の記録においても、申立人は、平成 16年 12月 16 日に同

保険に加入していることが確認できる。 

さらに、Ａ社から提出を受けた給与計算書によると、申立期間①について、

申立人の給与から、厚生年金保険料が控除されていないことが確認できる。 

このほか、申立人が、申立期間①に係る厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことを示す関連資料は無く、ほかに申立人の給与から

厚生年金保険料が控除されていたことをうかがわせる周辺事情も見当たら

ない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



 

兵庫厚生年金 事案 2324 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を

平成２年 11月 16日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 11万 8,000円とす

ることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 45年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成２年 11月 16日から同年 12月１日まで  

Ｂ社に入社し、平成２年 11月 16日にＡ社に異動した。その時の年金記録

に 15 日間の空白がある。私はこの期間は辞めていないので、調査の上、年

金記録の訂正を願う。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  雇用保険被保険者記録及び元同僚の証言から判断すると、申立人はＢ社及び

関連会社であるＡ社に継続して勤務し（平成２年 11月 16日にＢ社からＡ社に

異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により控除されていたことが

認められる。 

  また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における平成２年

12 月の社会保険事務所（当時）の記録から、11 万 8,000 円とすることが妥当

である。 

  一方、オンライン記録によれば、Ａ社は、申立期間は厚生年金保険の適用事

業所としての記録が無い。 

しかし、Ａ社は法人事業所であり、当時の厚生年金保険法に定める適用事業

所の要件を満たしていたものと判断される。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、保険料を納付したか否かについては不明としているが、申立人の申立期

間において適用事業所でありながら、社会保険事務所に適用の届出を行ってい

なかったと認められることから、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 



 

兵庫厚生年金 事案 2325 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記

録を昭和 59年１月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 12万 6,000円と

することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 34年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 57年 12月 16日から 59年１月１日まで 

私は、昭和 57年 11月にＡ社に正社員として入社し、その後、子会社であ

Ｂ社に異動になった。一部期間について、預金通帳に給与の振込記録が確認

できる。調査の上、記録の訂正を願いたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

複数の元同僚の証言及び申立人が所持する普通預金通帳から判断すると、申

立人はＡ社及び関連会社であるＢ社に継続して勤務し（昭和 57年 12月 16日

にＡ社からＢ社に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことが認められる。 

一方、オンライン記録によると、Ｂ社が厚生年金保険の適用事業所となった

のは昭和 59 年１月１日であり、申立期間は同保険の適用事業所ではないが、

元同僚は、「申立期間における給与の支払いについて、Ｂ社の社員に対しては、

親会社であったＡ社から支払われており厚生年金保険料の控除もあった。」と

証言している上、申立人が所持する普通預金通帳によると、58年 12月及び 59

年１月にＡ社から給与の振り込みがあったことが確認できることから、申立人

は、Ｂ社が適用事業所となるまでの期間について、引き続きＡ社で厚生年金保

険が適用されるべきであったと考えられる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社に係る昭和 57 年

11 月の社会保険事務所（当時）の記録から、12 万 6,000 円とすることが妥当



 

である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、商業登記簿謄本からＡ社の所在地及び代表者を把握し、申立人の勤務実

態及び厚生年金保険の控除の有無について照会したものの回答を得ることは

できず不明であるが、申立人の当該事業所に係る厚生年金保険被保険者記録に

おける資格喪失日が同事業所に係る雇用保険被保険者記録における離職日の

翌日となっており、社会保険事務所及び公共職業安定所の双方が誤って同じ資

格喪失日を記録したとは考え難いことから、事業主が昭和 57年 12 月 16日を

資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年 12

月から 58年 12月までの保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険

事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当し

た場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



 

兵庫厚生年金 事案 2326 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人のＡ社に係る被保険者記録は、資格取得日が平成 17 年２月１日、資

格喪失日が 19年８月１日とされ、当該期間のうち、同年７月 31日から同年８

月１日までの期間は厚生年金保険法第 75 条本文の規定により、年金額の計算

の基礎となる被保険者期間とならない期間と記録されているが、申立人は、申

立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険

料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の同社における資格喪失日を

同年８月１日とし、申立期間の標準報酬月額を 16 万円とすることが必要であ

る。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 42年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19年７月 31日から同年８月１日まで 

平成 17年２月から 19年７月末までＡ社に勤務したが、退職時の会社の手

続が誤っていたため、厚生年金保険被保険者記録に１か月の欠落がある。調

査の上、年金記録の訂正を願う。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  申立人のＡ社に係る厚生年金保険被保険者記録は、資格取得日が平成 17 年

２月１日、資格喪失日が 19年８月１日とされ、当該期間のうち、同年７月 31

日から同年８月１日までの期間は厚生年金保険法第 75 条本文の規定により、

年金額の計算の基礎となる被保険者期間とならない期間と記録されている。 

  しかしながら、Ａ社から提出された労働者名簿、雇用保険被保険者記録及び

申立人から提出された平成 19 年７月の給与明細書から、申立人は、同社に同

年７月 31 日まで継続して勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社に係る平成 19 年



 

６月の社会保険事務所（当時）の記録から、16万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、事業主は申立人の資格喪失日に係る届出を社会保険事務所に対し誤って

提出したことを認めていることから、社会保険事務所は申立人に係る平成 19

年７月の厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所

が納入の告知を行ったものの、その後に納入されるべき保険料に充当した場合

又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る厚生年金保険

料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



 

兵庫厚生年金 事案 2327 

 

第１ 委員会の結論 

   事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張

する標準報酬月額であったと認められることから、申立期間に係る標準報酬月

額の記録を 36万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 18年２月１日から同年６月１日まで 

私がＡ社を退職後に申立期間の標準報酬月額の減額措置が行われている。

訂正していただきたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社に係る申立人のオンライン記録において、申立期間については、当初、

申立人が主張する標準報酬月額は 36 万円と記録されていたところ、平成 19

年１月５日付けで、18年２月１日に遡及
そきゅう

して 22万円に減額訂正処理がされて

いることが確認できる。 

また、オンライン記録によると、Ａ社において、申立人以外にも、15 人の

従業員について、申立人と同一の日付けで、申立人と同様に平成 18 年２月１

日に遡及して標準報酬月額の減額訂正処理が行われていることが確認できる。 

さらに、Ａ社の履歴事項全部証明書から確認できる申立期間当時の元代表取

締役によると、「当時、保険料の滞納があった。」と証言している上、Ｂ社会

保険事務所（当時）が保管する滞納処分票により、当該事業所において、平成

19年１月当時、厚生年金保険料等の滞納があったことが確認できる。 

これらを総合的に判断すると、平成 19 年１月５日付けで行われた遡及訂正

処理は事実に即したものとは考え難く、申立人について 18 年２月１日に遡及

して標準報酬月額の減額処理を行う合理的理由があったとは認められないこ

とから、当該減額処理は有効な記録訂正があったとは認められず、申立期間に

係る標準報酬月額については、事業主が社会保険事務所に当初届け出た 36 万

円に訂正することが必要である。 



 

兵庫厚生年金 事案 2328 

 

第１ 委員会の結論 

事業主は、申立人が昭和 26年３月 13日に厚生年金保険被保険者の資格を取

得した旨の届出を社会保険事務所（当時）に対し行ったことが認められること

から、申立人の厚生年金保険被保険者資格の取得日に係る記録を訂正すること

が必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、8,000円とすることが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正９年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 26年３月 13日から 27年５月 19日まで 

    Ａ社Ｂ支店から同社Ｃ支店に転勤時の年金記録に不備がある。記録の訂正

を願う。 

（注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求めて 

行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社が保管する社員記録表、同社が発行した申立人に係る在籍証明書、申立

人に係る雇用保険被保険者記録及び複数の元同僚の証言から判断すると、申立

人は同社に継続して勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことが認められる。 

また、申立人のＡ社Ｃ支店に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿による

と、申立人は、健康保険整理番号「＊」、資格取得年月日「19.６.１」と記載

されたものが、同資格取得年月日を「27.５.19」に書き換えられていることが

確認できるところ、健康保険整理番号「115 の２」、「116 の２」で管理されて

いる同被保険者二人の同資格取得年月日もそれぞれ「19.６.１」と記載された

ものが「27.５.19」に書き換えられており、当該二人のオンライン記録による

と、昭和 19 年 10 月１日にＡ社において厚生年金保険被保険者資格を取得し、

27 年５月 16 日に同被保険者資格を喪失し、同年５月 19 日に同社Ｃ支店にお

いて同被保険者資格を再取得していることが確認でき、当該二人の同被保険者



 

資格取得日については適正であると認められるが、申立人の同社Ｃ支店に係る

同被保険者資格取得日については、当該二人の資格取得日にあわせて記録の書

き換えが行われていることがうかがえる。 

さらに、申立人に係る健康保険厚生年金保険被保険者台帳(旧台帳）による

と、申立人のＡ社Ｃ支店における厚生年金保険被保険者資格取得年月日は、「29.

６.１」と記載されたものが、「19.６.１」に書き換えられていることが確認で

き、健康保険整理番号は「＊」を「＊」に書き換えられていることも確認でき

る。 

これらを総合的に判断すると、申立人の申立期間に係る健康保険厚生年金保

険被保険者記録の管理は適切であったとは認められず、申立人が昭和 27 年５

月 19 日にＡ社Ｃ支店において同被保険者資格を取得したとするオンライン記

録は有効なものであるとは認められない。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ支店における昭

和 27 年５月の社会保険事務所（当時）の記録から、8,000 円とすることが妥

当である。 



 

兵庫厚生年金 事案 2329 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められるこ

とから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 34年６月 10日から同年８月 26日まで 

         ② 昭和 34年８月 25日から 39年１月 30日まで 

私は、昭和 34年６月 10日からＡ社に勤務し始め、同年８月 25日からは

Ｂ社で勤務した後、39年１月 30日まで同社に勤務していたが、その厚生年

金保険の期間について、退職した約２年後に脱退手当金が支給された記録と

されていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る脱退手当金は、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格喪

失日から約２年２か月後の昭和 41 年４月９日に支給決定されたこととなって

おり、事業主が申立人の委任を受けて代理請求したとは考え難い。 

また、申立人は昭和 39 年３月＊日に婚姻し、改姓しており、その約２年１

か月後に脱退手当金の支給決定がなされているが、Ｂ社に係る健康保険厚生年

金保険被保険者名簿及び申立人に係る厚生年金保険被保険者台帳記号番号払

出簿を見ると、いずれも申立人の氏名は変更処理がなされておらず、旧姓のま

まとなっていることが確認できることから、申立人が脱退手当金を請求したと

は考え難い。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。 

 



 

兵庫厚生年金 事案 2330 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記

録を昭和 48年８月６日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を４万 8,000円と

することが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 48年１月１日から同年８月６日まで 

    私は昭和 44年３月からＡ社に勤務していたが、48年８月、私と同僚の二

人は新たに設立された同社の関連会社（Ｂ社）に移籍した。しかし、それま

ではＡ社で継続して勤務しており、同社で厚生年金保険の資格を喪失した

48 年１月１日から、関連会社で資格取得した同年８月６日までの期間の記

録が欠落していることに納得できない。その期間を被保険者期間として認め

てほしい。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

複数の元同僚の証言から判断すると、申立人はＡ社及び関連会社であるＢ社

に継続して勤務し（Ａ社からＢ社に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

なお、異動日について、元同僚は、｢申立人は、移籍直前までＡ社で従前の

業務を行っていた。｣と供述していることから、Ｂ社の新規適用日である昭和

48年８月６日とすることが妥当である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社に係る昭和 47 年

12 月の社会保険事務所（当時）の記録から、４万 8,000 円とすることが妥当

である。 

なお、事業主が申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、Ａ社は、現在、営業を休止している上、当時の事業



 

主も既に死亡しており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は見当た

らないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所に対し

て行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いこ

とから、行ったとは認められない。 

 



 

兵庫厚生年金 事案 2331 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ支社における資格

喪失日及びＢ社における資格取得日に係る記録を昭和35年３月15日に訂正し、

申立期間の標準報酬月額を１万 8,000円とすることが必要である。 

   なお、事業主が、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 35年３月 21日から同年４月１日まで 

    亡夫は、昭和 32年４月１日にＡ社に入社後、平成３年 10月１日に定年退

職するまで、転勤はあったものの同社に継続して勤務していたのに、年金記

録には１か月間の空白があるので、納得できない。 

（注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を求めて 

行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社が提出した人事記録及び公共職業安定所の雇用保険被保険者記録から

判断すると、申立人は、Ａ社に継続して勤務し（昭和 35年３月 15日にＡ社Ｃ

支社からＢ社本社に異動。）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、Ａ社に係る昭和 35 年４月の社

会保険事務所（当時）の記録から１万 8,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履

行については、事業主は、「納付したと思われる。」としているが、このことを

確認できる関連資料、周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを

得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に対し

て行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いこ

とから、行ったとは認められない。 



 

兵庫厚生年金 事案 2332 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保

険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、申立

人の申立期間の標準賞与額に係る記録を、平成 16年 12月 29日は 29万 6,000

円、17年８月 10日は 28万円、同年 12月 29日は 29万円、18年８月 11日は

32万円、同年 12月 29日及び 19年８月 10日は 29万円、同年 12月 28日は 23

万 5,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 16年 12月 29日 

             ② 平成 17年８月 10日 

             ③ 平成 17年 12月 29日 

             ④ 平成 18年８月 11日 

             ⑤ 平成 18年 12月 29日 

             ⑥ 平成 19年８月 10日 

             ⑦ 平成 19年 12月 28日 

    私は、平成 16年 12月から 19年 12月までの賞与から厚生年金保険料が控

除されているのに、年金記録に反映されていない。調査の上、記録を訂正し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録によると、申立人については、申立期間に係る標準賞与額の

記録は確認できないが、申立人から提出されたＡ社に係る給与明細書及び郵便

貯金通帳により、申立人は、平成 16年 12 月 29日、17年８月 10日、同年 12

月 29日、18年８月 11日、同年 12月 29日、19年８月 10日及び同年 12月 28

日の賞与から、厚生年金保険料を事業主により控除されていたことが確認でき

る。 



 

   また、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基

づき、標準賞与額を決定し、これに基づく記録の訂正及び保険給付が行われる

のは、事業主が源泉徴収していたと認められる保険料の額及び申立人の賞与額

のそれぞれに基づく標準賞与額の範囲内であることから、これらの標準賞与額

のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

   したがって、申立期間の標準賞与額については、当該給与明細書において確

認できる保険料控除額及び賞与支給額から、平成 16年 12月 29日は 29万 6,000

円、17年８月 10日は 28万円、同年 12月 29日は 29万円、18年８月 11日は

32万円、同年 12月 29日及び 19年８月 10日は 29万円、同年 12月 28日は 23

万 5,000円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は申立期間当時に事務手続を行っていた税理士が既に死亡している

上、届出等の資料は見当たらないので不明であるとしているが、申立期間は７

回であり、いずれの機会においても、社会保険事務所（当時）が賞与に係る届

出を記録していないことは通常の事務処理では考え難い上、Ａ社が加入するＢ

厚生年金基金においても、申立期間に係る標準賞与額の記録は無いことから、

事業主は申立人の申立期間に係る賞与支払届を提出しておらず、その結果、社

会保険事務所は、当該標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行って

おらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



 

兵庫厚生年金 事案 2333 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金法第 75 条本文の

規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされてい

るが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の

保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間

の標準賞与額に係る記録を、24万 5,000円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 58年生 

    住 所 ：  

 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 17年 12月９日 

    平成 17年 12月の賞与について、記録が確認できないと言われ、社会保険

事務所（当時）で調査してもらったところ、Ａ基金に提出した賞与支払届は、

全員分すべてそろっていたが、社会保険事務所に提出した賞与支払届につい

ては、７枚のうち１枚が紛失しており、９人分の賞与支払届が出ていないこ

とが判明した。いつどこで紛失したのか不明であるが、22 年１月 26 日に、

再度提出の上、第三者委員会に申し立てた。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社から提出された賞与明細表（平成 17年 12月９日支払い分）により、申

立人は、24 万 5,000 円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により

賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料の事業主による納付義務の履

行については、事業主は、申立てどおりの届出を行ったとしているものの、当

該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、訂正の届出を行っている

上、保険料を納付していないことを認めていることから、社会保険事務所は、

申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行

っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 



 

兵庫厚生年金 事案 2334 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金法第 75 条本文の

規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされてい

るが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の

保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間

の標準賞与額に係る記録を、41万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 44年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 17年 12月９日 

    平成 17年 12月の賞与について、記録が確認できないと言われ、社会保険

事務所（当時）で調査してもらったところ、Ａ基金に提出した賞与支払届は、

全員分すべてそろっていたが、社会保険事務所に提出した賞与支払届につい

ては、７枚のうち１枚が紛失しており、９人分の賞与支払届が出ていないこ

とが判明した。いつどこで紛失したのか不明であるが、22 年１月 26 日に、

再度提出の上、第三者委員会に申し立てた。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社から提出された賞与明細表（平成 17年 12月９日支払い分）により、申

立人は、41 万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与か

ら控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料の事業主による納付義務の履

行については、事業主は、申立てどおりの届出を行ったとしているものの、当

該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、訂正の届出を行っている

上、保険料を納付していないことを認めていることから、社会保険事務所は、

申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行

っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 

 



 

兵庫厚生年金 事案 2335 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金法第 75 条本文の

規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされてい

るが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の

保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間

の標準賞与額に係る記録を、23万 8,000円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 59年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 17年 12月９日 

    平成 17年 12月の賞与について、記録が確認できないと言われ、社会保険

事務所（当時）で調査してもらったところ、Ａ基金に提出した賞与支払届は、

全員分すべてそろっていたが、社会保険事務所に提出した賞与支払届につい

ては、７枚のうち１枚が紛失しており、９人分の賞与支払届が出ていないこ

とが判明した。いつどこで紛失したのか不明であるが、22 年１月 26 日に、

再度提出の上、第三者委員会に申し立てた。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社から提出された賞与明細表（平成 17年 12月９日支払い分）により、申

立人は、23 万 8,000 円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により

賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料の事業主による納付義務の履

行については、事業主は、申立てどおりの届出を行ったとしているものの、当

該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、訂正の届出を行っている

上、保険料を納付していないことを認めていることから、社会保険事務所は、

申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行

っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 

 



 

兵庫厚生年金 事案 2336 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金法第 75 条本文の

規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされてい

るが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の

保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間

の標準賞与額に係る記録を、19万 3,000円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女  

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 60年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 17年 12月９日 

    平成 17年 12月の賞与について、記録が確認できないと言われ、社会保険

事務所（当時）で調査してもらったところ、Ａ基金に提出した賞与支払届は、

全員分すべてそろっていたが、社会保険事務所に提出した賞与支払届につい

ては、７枚のうち１枚が紛失しており、９人分の賞与支払届が出ていないこ

とが判明した。いつどこで紛失したのか不明であるが、22 年１月 26 日に、

再度提出の上、第三者委員会に申し立てた。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社から提出された賞与明細表（平成 17年 12月９日支払い分）により、申

立人は、19 万 3,000 円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により

賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料の事業主による納付義務の履

行については、事業主は、申立てどおりの届出を行ったとしているものの、当

該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、訂正の届出を行っている

上、保険料を納付していないことを認めていることから、社会保険事務所は、

申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行

っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 

 



 

兵庫厚生年金 事案 2337 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金法第 75 条本文の

規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされてい

るが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の

保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間

の標準賞与額に係る記録を、19万 5,000円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 60年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 17年 12月９日 

    平成 17年 12月の賞与について、記録が確認できないと言われ、社会保険

事務所（当時）で調査してもらったところ、Ａ基金に提出した賞与支払届は、

全員分すべてそろっていたが、社会保険事務所に提出した賞与支払届につい

ては、７枚のうち１枚が紛失しており、９人分の賞与支払届が出ていないこ

とが判明した。いつどこで紛失したのか不明であるが、22 年１月 26 日に、

再度提出の上、第三者委員会に申し立てた。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社から提出された賞与明細表（平成 17年 12月９日支払い分）により、申

立人は、19 万 5,000 円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により

賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料の事業主による納付義務の履

行については、事業主は、申立てどおりの届出を行ったとしているものの、当

該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、訂正の届出を行っている

上、保険料を納付していないことを認めていることから、社会保険事務所は、

申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行

っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 

 



 

兵庫厚生年金 事案 2338 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金法第 75 条本文の

規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされてい

るが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の

保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間

の標準賞与額に係る記録を、33万 7,000円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 56年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 17年 12月９日 

    平成 17年 12月の賞与について、記録が確認できないと言われ、社会保険

事務所（当時）で調査してもらったところ、Ａ基金に提出した賞与支払届は、

全員分すべてそろっていたが、社会保険事務所に提出した賞与支払届につい

ては、７枚のうち１枚が紛失しており、９人分の賞与支払届が出ていないこ

とが判明した。いつどこで紛失したのか不明であるが、22 年１月 26 日に、

再度提出の上、第三者委員会に申し立てた。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社から提出された賞与明細表（平成 17年 12月９日支払い分）により、申

立人は、33 万 7,000 円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により

賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料の事業主による納付義務の履

行については、事業主は、申立てどおりの届出を行ったとしているものの、当

該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、訂正の届出を行っている

上、保険料を納付していないことを認めていることから、社会保険事務所は、

申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行

っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 

 



 

兵庫厚生年金 事案 2339 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金法第 75 条本文の

規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされてい

るが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の

保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間

の標準賞与額に係る記録を、40万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男  

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 51年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 17年 12月９日 

    平成 17年 12月の賞与について、記録が確認できないと言われ、社会保険

事務所（当時）で調査してもらったところ、Ａ基金に提出した賞与支払届は、

全員分すべてそろっていたが、社会保険事務所に提出した賞与支払届につい

ては、７枚のうち１枚が紛失しており、９人分の賞与支払届が出ていないこ

とが判明した。いつどこで紛失したのか不明であるが、22 年１月 26 日に、

再度提出の上、第三者委員会に申し立てた。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社から提出された賞与明細表（平成 17年 12月９日支払い分）により、申

立人は、40 万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与か

ら控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料の事業主による納付義務の履

行については、事業主は、申立てどおりの届出を行ったとしているものの、当

該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、訂正の届出を行っている

上、保険料を納付していないことを認めていることから、社会保険事務所は、

申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行

っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 

 



 

兵庫厚生年金 事案 2340 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金法第 75 条本文の

規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされてい

るが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の

保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間

の標準賞与額に係る記録を、47万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女  

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 17年 12月９日 

    平成 17年 12月の賞与について、記録が確認できないと言われ、社会保険

事務所（当時）で調査してもらったところ、Ａ基金に提出した賞与支払届は、

全員分すべてそろっていたが、社会保険事務所に提出した賞与支払届につい

ては、７枚のうち１枚が紛失しており、９人分の賞与支払届が出ていないこ

とが判明した。いつどこで紛失したのか不明であるが、22 年１月 26 日に、

再度提出の上、第三者委員会に申し立てた。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社から提出された賞与明細表（平成 17年 12月９日支払い分）により、申

立人は、47 万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与か

ら控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料の事業主による納付義務の履

行については、事業主は、申立てどおりの届出を行ったとしているものの、当

該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、訂正の届出を行っている

上、保険料を納付していないことを認めていることから、社会保険事務所は、

申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行

っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 

 



 

兵庫厚生年金 事案 2341 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金法第 75 条本文の

規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされてい

るが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の

保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間

の標準賞与額に係る記録を、15万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 57年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 17年 12月９日 

    平成 17年 12月の賞与について、記録が確認できないと言われ、社会保険

事務所（当時）で調査してもらったところ、Ａ基金に提出した賞与支払届は、

全員分すべてそろっていたが、社会保険事務所に提出した賞与支払届につい

ては、７枚のうち１枚が紛失しており、９人分の賞与支払届が出ていないこ

とが判明した。いつどこで紛失したのか不明であるが、22 年１月 26 日に、

再度提出の上、第三者委員会に申し立てた。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社から提出された賞与明細表（平成 17年 12月９日支払い分）により、申

立人は、15 万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与か

ら控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料の事業主による納付義務の履

行については、事業主は、申立てどおりの届出を行ったとしているものの、当

該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、訂正の届出を行っている

上、保険料を納付していないことを認めていることから、社会保険事務所は、

申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行

っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 

 



 

兵庫厚生年金 事案 2342 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、平成 14年４月１日から 17年６月１日までの期

間及び同年７月１日から 18 年７月１日までの期間について、その主張する標

準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

ことが認められることから、当該期間の標準報酬月額に係る記録を、14 年４

月から 16年２月までは 15万円、同年３月から同年８月までは 22万円、同年

９月から 17年５月まで及び同年７月から 18年６月までは 17万円とすること

が妥当である。 

なお、事業主は、当該期間の上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保

険料（訂正前の標準報酬月額に基づく保険料を除く。）を納付する義務を履行

していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 35年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 56年４月から 59年３月まで 

         ② 平成 14年４月から 18年６月まで 

私は、昭和 56年４月１日から 59年３月末までの間、Ａ事業所に勤務して

いたが、毎年昇給があったと記憶しているにもかかわらず、当該期間の標準

報酬月額について不当に低く届出が行われていることに納得できない（申立

期間①）。 

また、現在も勤務しているＢ社の標準報酬月額についても、平成 14年４

月から 18 年６月までの標準報酬月額の記録が給与支払明細書の金額よりも

低く納得できない（申立期間②）。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚 

生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例

法」という。）に基づき、標準報酬月額を改定又は決定しこれに基づき記録

の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められ

る厚生年金保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月

額の範囲内であり、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定する

こととなる。 

申立期間②のうち、平成 14年４月から 17年５月までの期間及び同年７月

から 18 年６月までの期間について、申立人が所持する給与明細書及び事業



 

所が保管する賃金台帳から確認できる厚生年金保険料控除額及び報酬月額

のそれぞれに見合う標準報酬月額は、共にオンライン記録の標準報酬月額を

上回って相違していることが確認できる。 

したがって、申立人の標準報酬月額については、申立人が所持する給与明

細書及び事業所が保管する賃金台帳に記載されている厚生年金保険料控除

額から、平成 14年４月から 16年２月までは 15万円、同年３月から同年８

月までは 22万円、同年９月から 17年５月まで及び同年７月から 18年６月

までは 17万円とすることが妥当である。 

なお、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の

履行については、事業主は不明であるとしているものの、申立人が所持する

給与明細書において確認できる保険料控除額又は報酬月額に見合う標準報

酬月額と社会保険事務所（当時）で記録されている標準報酬月額が長期間に

わたり一致していないことから、事業主は、給与明細書で確認できる保険料

控除額又は報酬月額に見合う標準報酬月額を届け出ておらず、その結果、社

会保険事務所は、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料に

ついて納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料（訂正前の標準報

酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していない

と認められる。 

また、申立期間②のうち、平成 17 年６月については、オンライン記録の

標準報酬月額が、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料控

除額及び報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額のいずれか低い方の額

を超えていると認められることから、当該期間については、特例法による保

険給付の対象に当たらないため、あっせんは行わない。 

２ 申立期間①について、オンライン記録によると、申立人は、昭和 56 年４

月に厚生年金保険被保険者資格を取得し、57 年７月の随時改定により、標

準報酬月額が 11万 8,000円から 14万 2,000円となり、58年 10月の定時決

定の際には同額となっていることが確認できるが、申立人は、「毎年昇給が

あったと記憶している。」と主張している。 

しかしながら、申立人は給与明細書を所持していない上、Ａ事業所は、「当

時の資料は残っていない。」と回答しており、厚生年金保険料控除額を確認

することができない。 

また、Ａ事業所は、「昇給は当時毎年１回、４月に行い、入社後１年目の

昇給額は月額変更届の対象となる額だが、入社後２年目は標準報酬月額の変

更に至らない範囲の昇給額だったと考えられる。」と回答しており、オンラ

イン記録の標準報酬月額の推移と一致する。 

さらに、申立人と同時期に勤務を開始した元従業員二人のオンライン記録

の標準報酬月額と比較して、申立人の標準報酬月額の変動に不自然さはなく、

そのうちの一人は、「オンライン記録の標準報酬月額は当時支給を受けた給

与月額に合致している。」と証言している。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立期間①について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



 

兵庫厚生年金 事案 2343 

 

第１ 委員会の結論 

昭和 21年１月 10日から同年５月１日までの期間について、申立人のＡ社Ｂ

事務所（適用事業所名は、同社Ｂ在勤）における厚生年金保険被保険者資格の

取得日は、同年１月 10 日であると認められることから、当該期間に係る記録

を訂正することが必要である。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、480円とすることが妥当である。 

また、申立人は、昭和 23年５月 31日から同年８月１日までの期間に係る厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められること

から、申立人のＡ社Ｃ支店における資格取得日に係る記録を同年５月 31 日に

訂正し、当該期間の標準報酬月額を 600円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る昭和 23年５月 31日から同年８月１日までの期

間の厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否かについては、明らかでな

いと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正２年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 21年１月 10日から同年５月１日まで 

             ② 昭和 23年５月 31日から同年８月１日まで 

申立期間①については、Ａ社の職員として勤務していた時に、召集により

軍隊に入り、終戦後の昭和21年１月10日から同社Ｂ事務所に勤務していた。

申立期間②については、23年５月 31日からＤ社に出向したものの、Ａ社に

在籍し、同社の社宅に無償で住んでいた。 

昭和 27 年１月にＡ社Ｃ支店に戻るように言われたが、Ｄ社へ転職するた

め、Ａ社を退職したが、それまで継続して勤務していたので、欠落している

期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

（注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求めて 

行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①については、Ａ社が保管する人事記録等から判断すると、申立

人は、当該期間において、同社に継続して勤務（同社本店から同社Ｂ事務所

に異動）していたことが認められる。 



 

また、Ａ社Ｂ事務所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿（以下「被

保険者名簿」という。）を確認すると、申立人を含む４人について、当該事

業所における資格取得日の記載が無いことから、厚生年金保険被保険者台帳

（旧台帳）又はオンライン記録により、当該４人の当該事業所に係る資格取

得日を確認したところ、４人全員の資格取得日が当該被保険者名簿に記載さ

れている最初の標準報酬月額等級の改定日と同一日であることが確認でき

る上、当該被保険者名簿には、当該改定日より前の標準報酬月額の記載（決

定日の記載なし）が確認できることから、申立人を含む４人については、オ

ンライン記録で記録されている当該事業所に係る資格取得日よりも前から、

当該事業所に係る厚生年金保険被保険者であったことがうかがえる。 

さらに、当該被保険者名簿には厚生年金保険の適用事業所となった日の記

載が無く、日本年金機構Ｅ事務センターでは、「当該事業所の新規適用日は

不明である。」と回答している。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所（当時）において適切な記

録管理が行われていなかったと考えられ、事業主は、申立人が主張する昭和

21年１月 10日に厚生年金保険の被保険者の資格を取得した旨の届出を社会

保険事務所（当時は、社会保険出張所）に対し行ったと認めるのが相当であ

る。 

また、当該期間の標準報酬月額については、被保険者名簿に記載されてい

る最初の標準報酬月額の 480円とすることが妥当である。 

２ 申立期間②について、Ａ社が保管する人事記録等から判断すると、申立人

は同社に継続して勤務し（同社Ｂ事務所から同社Ｃ支店に異動）、申立期間

に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認め

られる。 

なお、異動日について、申立人の代理人である妻は、「申立人と若い助手

２人がＡ社Ｂ事務所閉鎖に伴い、最後の残務処理をしていた。」と供述して

いることから、同社が厚生年金保険の適用事業所ではなくなった日である昭

和 23年５月 31日とすることが妥当である。 

また、申立期間②の標準報酬月額については、被保険者名簿に記載された

申立人の当該期間前後の標準報酬月額から、600円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かにつ

いては、事業主は不明としており、このほかに確認できる関連資料及び周辺

事情は見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所（当

時は、社会保険出張所）に対して行ったか否かについては、これを確認でき

る関連資料及び周辺事情が見当たらないことから、行ったとは認められない。 



 

兵庫国民年金 事案 1926 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成５年４月から同年８月までの国民年金保険料については、納付

していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 48年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成５年４月から同年８月まで 

    平成５年４月ごろに母親がＡ市Ｂ区役所又は同市Ｃ区役所で私の国民年

金加入手続を行ってくれた。保険料は毎月母親が郵便局の窓口で支払ってく

れていた。ねんきん定期便が自宅に送られてきて、加入時の期間の保険料が

未納になっていることを知り、大変驚いた。調査して記録を訂正してほしい。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間について、申立人の母親が国民年金の加入手続を行い、

保険料を納付していたと主張しているが、国民年金手帳記号番号払出簿による

と、申立人の同手帳記号番号は平成８年１月に払い出されていることが確認で

きる上、Ａ市の国民年金収滞納一覧表によると、申立人は同年３月に加入手続

を行ったものと推認されることから、この時点では、申立期間は既に時効によ

り保険料を納付できない期間となる。 

   また、申立人は、国民年金への加入手続及び保険料納付に直接関与しておら

ず、申立人の母親からも、申立期間に係る加入手続及び保険料納付について具

体的な供述が得られないため、当該期間の加入及び納付状況等は不明である。 

さらに、申立人に対して上記とは別の国民年金手帳記号番号が払い出された

形跡は無い上、申立人の母親が当該期間に係る国民年金保険料を納付したこと

を示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに当該期間の保険料を

納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。  



 

兵庫国民年金 事案 1927 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 46年９月から 50年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46年９月から 50年３月まで 

    私が 20歳に達した昭和 46年当時、私が在住していた地域は婦人会が国民

年金保険料を集金しており、保険料は、母親が私の保険料も含めて集金人に

納めてくれていた。その後、50 年に結婚し、それ以降は私が夫婦の保険料

を納付した。 

    年金記録を確認したところ、母親が国民年金保険料を納めてくれていた３

年以上の期間が未納とされていることが分かった。当時の領収書といった証

拠となるものは無いが、母親が、私の保険料を納めていないとは考えられず、

未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 46 年ごろに、申立人の母親が申立人の国民年金の加入手続

を行い、集金人に二人分の国民年金保険料を納付していたと主張しているが、

国民年金手帳記号番号払出簿によると、申立人の国民年金手帳記号番号は 51

年２月に払い出されていることが確認でき、申立人の主張する加入時期と相違

がみられる上、それ以前に上記とは別の同手帳記号番号が払い出されたことを

うかがわせる事情は見当たらない。 

また、上記払出簿によると、申立人の国民年金保険料を一緒に納付していた

とする申立人の母親の国民年金手帳記号番号は、昭和 50年 11月に払い出され

ていることが確認できることから、申立期間当時、その母親も、集金人に国民

年金保険料を納付していた状況がうかがえない。 

さらに、申立人は、申立期間当時の保険料納付に関与しておらず、申立人の

保険料を納付していたとするその母親は既に死亡していることから、当時の状

況が確認できない上、申立人の母親が申立期間の国民年金保険料を納付してい



 

たことを示す関連資料(家計簿、確定申告書等)は無く、ほかに申立期間の保険

料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



 

兵庫国民年金 事案 1928 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 45年４月から 51年９月までの期間及び同年 10月から 53年３

月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住 所 ：  

   

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 45月４月から 51年９月まで 

             ② 昭和 51月 10月から 53年３月まで 

申立期間①については、実父が私の国民年金の加入手続を行い、Ａ市役所

から届いた納付書により、同市役所の窓口で保険料を納付してくれていた。 

そのため、加入手続や年金手帳の交付等について詳しいことは分からない。 

また、実父の亡き後の期間である申立期間②については、私がＢ市Ｃ区役

所（現在は、同市Ｄ区役所）で手続を行い、同区役所から届いた納付書によ

り、同区役所の窓口で毎月保険料を納付していた。 

現在の記録に納得できないので、調査の上、記録を訂正してほしい。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

国民年金手帳記号番号払出簿によると、申立人の同手帳記号番号は、昭和

54年１月 10日に払い出されており、前後の任意加入被保険者の資格取得日か

ら、申立人は、53年 12月 16日から同月 22日までの間に加入手続を行ったこ

とが推認できることから、この時点において、申立期間①の大部分は時効によ

り保険料を納付することができない期間となる。 

また、申立期間①について、申立人は、国民年金の加入手続及び保険料納付

に関して直接関与しておらず、加入手続及び保険料納付を行っていたとする申

立人の実父も昭和 51 年＊月に既に死亡しており、具体的な加入状況及び納付

状況が不明である上、Ａ市によると、申立人（旧姓を含む。）の国民年金被保

険者名簿及び国民年金収滞納一覧表は存在しないとしており、当該期間に係る

保険料の納付記録は確認できない。 

さらに、申立期間②について、申立人は、Ｂ市Ｃ区役所で国民年金の加入手



 

続を行い、同区役所から送付された納付書により同区役所の窓口で毎月保険料

を納付していたと主張しているところ、当該加入手続を行った時期の記憶が

曖昧
あいまい

である上、申立人は、同時期に保険料をさかのぼって納付した記憶は無く、

同市Ｄ区役所によると、当該期間における申立人の保険料納付は確認できず、

当時、同区役所の窓口で過年度保険料を収納することはできなかったとしてお

り、上記で推認できる申立人の加入手続（昭和 53年 12月）時点で当該期間は

過年度納付となることから、申立人が当該期間の保険料を納付したとは考え難

い。 

加えて、申立期間①及び②に係る上記とは別の国民年金手帳記号番号が申立

人に対して払い出されたことをうかがわせる事情は見当たらない上、申立人の

実父及び申立人が当該期間に係る国民年金保険料を納付していたことを示す

関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに当該期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間①及び②の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

兵庫国民年金 事案 1929 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 56年５月から 57年２月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 31年生 

    住 所 ：  

   

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 56年５月から 57年２月まで 

私は、多分親に勧められて、いつどこで手続を行ったのか全く覚えていな

いが、国民年金に加入した。 

結婚を機に、昭和 56年５月から 57 年２月ぐらいまでＡ市に住んでおり、

その時、市の職員らしい女性が通い帳のような長３サイズの納付書を持って

集金に来て、過去の未納期間が無くなるまで何回かまとめて納付し、その後、

毎月納付して領収書をもらっていたのに、申立期間が未加入とされているこ

とに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間に係る国民年金の加入手続について、具体的な記憶が無

いとしているところ、オンライン記録によると、申立人は、平成９年３月 28

日に、昭和 63年 10月から平成元年２月までの期間及び６年 10月から７年１

月までの期間に係る第３号被保険者の特例による届出を行っており、申立人の

基礎年金番号は、９年５月 15 日に、Ｂ社会保険事務所（当時）で国民年金の

記号番号により付番されていることが確認できるが、申立人に対して、それ以

前に別の国民年金手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情は見

当たらない。 

また、申立人は、他人の国民年金手帳記号番号が記載された国民年金手帳を

所持しているが、当該手帳をどのような手続を経て、いつ受け取ったのか覚え

ていないとしており、Ｃ社会保険事務所（当時）は、当該手帳記号番号の記載

された年金手帳を誤って申立人に送付したことを書面で謝罪しているところ、

国民年金手帳記号番号払出簿によると、当該手帳記号番号は、昭和 54 年３月

26 日にＤ町（現在は、Ｅ市）で申立人とは別人に払い出されていることが確



 

認できることから、申立期間について、Ａ市において当該手帳記号番号で国民

年金保険料を納付していたとは考え難い。 

加えて、申立期間に係る国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の国民年金保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 



 

兵庫国民年金 事案 1930 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 52年４月から 59年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 30年生 

    住 所 ：  

   

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 52年４月から 59年３月まで 

私の母が、昭和 52 年４月ごろに、私の国民年金の加入手続を行った。加

入手続を行った場所は覚えていないが、手続時にもらった年金手帳を所持し

ており、当該手帳の「初めて被保険者となった日」に 52 年４月１日と記載

されている。 

国民年金保険料は、私の母が、３か月に１回、Ａ銀行Ｂ支店の窓口で納付

書により納付していたが、領収書のことは全く覚えていない。 

私の母は、私より約９か月遅れて国民年金に加入しているにもかかわらず、

私の年金番号は、母の年金番号より後の番号である。私には、母より前の年

金番号があり、その番号で国民年金保険料を納付していたのではないか、調

査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 52 年３月に大学を卒業し、同年４月に申立人の母親が、申

立人の国民年金の加入手続を行い、申立人が現在所持する年金手帳を受け取っ

たとしているところ、国民年金手帳記号番号払出簿によると、申立人の国民年

金手帳記号番号は、60 年２月１日に払い出されたことが確認でき、申立人の

主張する加入時期と相違する。 

また、オンライン記録によると、申立人は、昭和 60年１月 26日に付加保険

料の加入申出を行っていることが確認できる上、申立人の前後の国民年金手帳

記号番号の任意加入被保険者の資格取得日から、申立人の国民年金の加入手続

は、上記付加保険料の加入申出日に行われたものと推認でき、当該加入時点で

は、申立期間のうち大部分が時効により国民年金保険料を納付することができ

ない。 



 

さらに、申立人は、上記年金手帳の「初めて被保険者となった日」に昭和

52 年４月１日と記載されていることから、当該手帳に記載されている国民年

金手帳記号番号とは別の同手帳記号番号があるのではないかと主張している

ところ、申立人の住民票を見ると、申立人は、43 年２月から現住所に居住し

ていることが確認でき、申立期間を通して住所地及び氏名の変更が無い申立人

に対して、52 年４月ごろに、上記とは別の国民年金手帳記号番号が払い出さ

れたことをうかがわせる事情は見当たらない。なお、当該手帳の「初めて被保

険者となった日」は、申立人が大学を卒業し、強制加入被保険者となったこと

に伴い、この日を申立人の国民年金被保険者資格の取得日と設定したことを示

すものであり、保険料の納付の開始を示すものではない。 

加えて、申立期間に係る国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の国民年金保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情は見当たらない。 

 これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 



 

兵庫国民年金 事案 1931 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成 16年８月、17年５月及び同年６月の国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 54年生 

    住 所 ：  

   

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 16年８月 

             ② 平成 17年５月及び同年６月              

私は、平成 16年７月末にＡ社を退職した後と 17年４月にＢ社を退職した

後に、Ｃ社会保険事務所（当時）でそれぞれ国民年金の加入手続を行い、保

険料を納付した。具体的なことは定かでないが、二つの未納期間について納

得できないため、申立てを行った。調査して記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人によると、申立期間①及び②共に会社を退職した後、Ｃ社会保険事

務所で国民年金の加入手続を行ったとしているが、保険料の納付方法及び納

付金額などについては覚えていないとしており、具体的な供述が得られない

上、オンライン記録によると、当該期間は未加入期間となっていることから、

申立人は被保険者として取り扱われておらず、制度上、保険料を納付するこ

とができない。 

また、申立人によると、申立期間①及び②共に、国民年金に関する手続を

行った時には年金手帳を持参していたとしているが、申立人の所持する年金

手帳（平成 14年２月４日にＤ社会保険事務所（当時）において再交付された

もの）の「国民年金の記録（１）」（被保険者資格の取得及び喪失記録）欄

には、13年８月 16日の資格取得が記載されているのみであり、当該期間に手

続を行った形跡は見られない。 

さらに、申立人は、平成 13年８月にＥ社を退職した後の期間について国民

年金の加入手続を行わず、保険料を納付しなかったとしているものの、当時、

申立人とその後に婚姻する者との間で話し合いを行い、以後、会社を退職し



 

た時には適切に手続を行うようにしていたはずだと主張しているが、13 年８

月から 14年１月までの未納期間について、Ｆ市の申立人に係る国民年金被保

険者名簿の備考欄には、「社保勧奨状職権適用」と記載されており、同市に

よると、この記載は社会保険事務所（当時）による勧奨後も申立人から届出

が無かったため、厚生年金保険の被保険者資格喪失後、約半年を経過した 13

年 12 月 13 日に同市で職権適用し、自宅へ納付書を送付した記録であるとし

ている上、同名簿によると、厚生年金保険の加入により 14年２月１日に国民

年金の被保険者資格を喪失した後の期間に同資格の取得記録が確認できない

ことから、申立人は、申立期間①及び②共に、国民年金の加入手続を行って

いないことが確認できる。 

加えて、オンライン記録の勧奨関連情報によると、申立期間①及び②共に、

申立人の厚生年金保険資格喪失後、２年近く経過した時効直前に未加入期間

の国民年金適用勧奨が行われており、同記録の適用年月日欄に日付が入力さ

れていないことから、勧奨状が送られたのみで当該手続は行われていないも

のと推認できる。 

このほか、申立人が申立期間①及び②に係る国民年金保険料を納付してい

たことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに当該期間の

保険料が納付されていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間①及び②の国民年金保険料を納付していたものと

認めることはできない。 



 

兵庫国民年金 事案 1932 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 54年３月から 61年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 54年３月から 61年３月まで 

    私の夫が昭和 54 年３月にその親族が経営するＡ社に入社したことを契機

に生活も安定し、その会社には夫の両親や姉たちが一緒に働いており、親族

が厚生年金保険に加入していたことで、私自身も将来を考えて国民年金に任

意加入した。国民年金保険料は毎月、家計から出して銀行の窓口で納付し続

けたのに、この期間の納付記録が無いことに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間について、昭和 54 年３月に夫の親族が経営する事業所

に入社したことを契機に生活も安定したことで、国民年金の任意加入手続を行

い、保険料を納付したと主張しているが、国民年金手帳記号番号払出簿による

と、申立人の同手帳記号番号の前後の被保険者は、61年４月に導入された基礎

年金制度の第３号被保険者として初めて国民年金被保険者資格を取得してい

ることが確認でき、また、申立人が所持する年金手帳には、ⅰ）初めて被保険

者となった日が同年４月１日と記載され、ⅱ）被保険者の初めての住所欄にも

申立人が同年 12 月に転居したＢ市Ｃ町の住所の記載が確認できることから、

申立人は、このころに初めて第３号被保険者として国民年金の加入手続を行っ

たものと推認できる。 

さらに、申立期間において、申立人の夫は厚生年金保険の被保険者であるこ

とから、制度上、申立人は国民年金の任意加入被保険者となるため、上記の加

入手続が行われたと推認できる時点では、申立期間は未加入期間となり、保険

料をさかのぼって納付できない期間となる上、申立人は、上記の国民年金手帳

記号番号が記載された年金手帳以外に別の年金手帳も所持していたが、記載内



 

容が上記手帳と変わらないことから処分したとしているなど、申立人が昭和 54

年３月ごろに加入手続を行い、これらとは別の同手帳記号番号が払い出された

ことをうかがわせる事情も見当たらない。 

このほか、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付して

いたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



 

兵庫国民年金 事案 1933 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 59年４月から 60年 12月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 28年生 

    住 所 ：  

   

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 59年４月から 60年 12月まで 

申立期間について、夫は納付済みとなっているのに、私は未納とされてお

り、私の性格上、２年間だけ納付しないのは有り得ない。年金手帳の被保険

者でなくなった日に記載された昭和 59 年６月１日を訂正印で消されている

が、そのような手続を行った記憶は無く、夫の手帳には何も記載が無い。未

納とされている時期が手帳に記載された日と同じというのは、手続上、手違

いがあったのではないかと感じており、納得できないので第三者委員会に申

し立てた。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が所持する年金手帳によると、理由は不明であるが、国民年金の記録

欄の被保険者でなくなった日が昭和 59 年６月１日と記載され、訂正印により

その日付が抹消されていることか確認できるところ、Ａ市の収滞納一覧表（昭

和 59 年度）及び国民年金被保険者台帳のいずれにおいても、申立人は当該日

に国民年金被保険者資格を喪失したことが記録されている上、オンライン記録

によると、その資格喪失は昭和 63年５月 10日に取り消されていることが確認

できることから、当時、申立期間のうち 59 年６月以降の期間については未加

入期間であり、当該期間の国民年金保険料は現年度納付、過年度納付ともに行

えたとは考え難い。 

また、Ａ市の収滞納一覧表（昭和 58 年度）によると、申立人は当該年度の

国民年金保険料を口座振替により納付していることが確認できるところ、上記

収滞納一覧表（59 年度）によると、申立期間当時に納付が可能であった昭和

59 年４月及び同年５月の保険料が未納であることが確認できる上、オンライ

ン記録によると、上記の当該資格喪失が取り消された直後の63年５月23日に、



 

当該時点で時効が完成しておらず、納付が可能な期間の国民年金保険料をさか

のぼって過年度納付していることが確認できることから、その時点では、申立

期間は時効により納付することができなかったものと推認できる。 

さらに、申立人から提出のあった昭和 60 年の確定申告書（控）以外に、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、

預金通帳等）は無く、ほかに申立期間の国民年金保険料を納付していたことを

うかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 



 

兵庫国民年金 事案 1934 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 62年 12月の国民年金保険料については、納付していたものと

認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 41年生 

    住 所 ：  

   

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 62年 12月 

私は、結婚を機にＡ市に転居した平成元年３月に、夫の会社から国民年金

の未納分について納付するよう指導があったので、夫婦一緒にＡ市役所へ赴

き、婚姻届、転居届等の手続を行った際、国民年金についても相談したとこ

ろ、夫婦共に空白期間があり、まださかのぼって納められるとのことだった

ので、その窓口で未納分をすべて納付した。 

ところが、ねんきん特別便をみると、その時納付したはずの期間が未加入

期間とされており納得できない。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の国民年金保険料の納付に当たり、Ａ市役所で過年度納

付書を発行してもらい、その窓口で納付したと主張しているところ、同市によ

ると、同市の窓口では過年度納付書を発行することはあるものの、国庫金とな

る過年度保険料は収納していなかったとしており、申立人の主張と相違する。 

また、オンライン記録によると、申立人は、申立期間直前の厚生年金保険被

保険者資格を昭和 62年 12月 30日に喪失し、63年１月１日に国民年金被保険

者として資格取得していることが確認できることから、申立期間は未加入期間

と記録されており、申立期間の国民年金保険料を納付できたとは考え難い。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連

資料(家計簿、預金通帳等)は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたこ

とをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



 

兵庫国民年金 事案 1935 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 62年 10月及び同年 11 月の国民年金保険料については、納付

していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 35年生 

    住 所 ：  

   

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 62年 10月及び同年 11月 

私は、結婚を機にＡ市に転居した平成元年３月に、会社から国民年金の未

納分について納付するよう指導があったので、夫婦一緒にＡ市役所へ赴き、

婚姻届、転居届等の手続を行った際、国民年金についても相談したところ、

夫婦共に空白期間があり、まださかのぼって納められるとのことだったので、

その窓口で未納分をすべて納付した。 

ところが、ねんきん特別便をみると、その時納付したはずの期間が未加入

期間とされており納得できない。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の国民年金保険料の納付に当たり、Ａ市役所で過年度納

付書を発行してもらい、その窓口で納付したと主張しているところ、同市によ

ると、同市の窓口では過年度納付書を発行することはあるものの、国庫金とな

る過年度保険料は収納していなかったとしており、申立人の主張と相違する。 

また、国民年金手帳記号番号払出簿によると、申立人に対して、国民年金手

帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情は見当たらない上、オンラ

イン記録によると、申立期間は未加入期間と記録されていることから、申立期

間の国民年金保険料を納付できたとは考え難い。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連

資料(家計簿、預金通帳等)は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたこ

とをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



 

兵庫国民年金 事案 1936 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 36年４月から 50年 10 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

    住 所 ：  

     

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年４月から 50年 10月まで 

国民年金制度が始まった昭和 36年４月当初、夫は会社員で厚生年金保険

被保険者であったため、私は国民年金に加入しなくてもよかったが、将来の

ことを考え、Ａ市役所Ｂ支所で国民年金の任意加入の手続を行った。国民年

金に加入後、52 年にＡ市からＣ市へ転居したが、保険料を一度も滞納する

ことなく納付し続けてきた。 

年金記録を調べたところ、Ａ市での加入当初の年金記録が欠落しており、

昭和 50年 11月からの納付記録しかないことが分かったので、第三者委員会

へ申し立てた。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 36 年４月の国民年金制度創設当初に、国民年金の加入手続

を行ったとしているが、申立人の国民年金手帳記号番号の前後の任意加入被保

険者の加入状況から、申立人が国民年金の加入手続を行った日は 50 年 11 月

26 日と推認され、国民年金被保険者台帳に記載されている申立人の国民年金

任意加入被保険者としての資格取得日と一致していることが確認できること

から、行政側の事務処理に不自然な点は見られない。 

また、申立人が申立期間の国民年金保険料の納付を行うためには、上記加入

手続時点で払い出されている国民年金手帳記号番号とは別の同手帳記号番号

が必要であるところ、申立人は、昭和 36年４月当時から 52年にＣ市に転居す

るまで住所地に変更は無かったとしており、同じ住所地において、重複して同

手帳記号番号が払い出されることは考え難いなど、36 年４月ごろに、申立人

に対して別の同手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情は

見当たらない。 



 

さらに、申立人は、申立期間当時の具体的な保険料額等を覚えていない上、

申立人が申立期間について国民年金保険料を納付していたことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していた

ことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



 

兵庫国民年金 事案 1937 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 36年４月から 39年９月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 15年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年４月から 39年９月まで 

国民年金制度が発足した昭和 36 年４月当初、夫は厚生年金保険の被保険

者であったので、私だけ国民年金に加入し、国民年金保険料を町内会の集金

人に納付してきた。加入当初の保険料は 150円で、その後 250円、450円と

上がっていったことをはっきり記憶している。 

年金を受給する前に年金記録を確認するため、Ａ市役所Ｂ支所に赴いたと

ころ、窓口の職員から昭和 36年４月から 39年９月までの期間が未納期間で

あるとの説明を受けた。また、自身の年金記録を見せてもらったところ、数

か所の保険料をさかのぼって納付した記録になっていた。 

私は、昭和 36 年４月当初から集金人に国民年金保険料を納付しており、

当該期間が未納とされているのは納得できないし、さかのぼって納めたりし

ておらず、記録に不備があると思うので、第三者委員会に申し立てた。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 36 年４月当時に国民年金の加入手続を行ったと主張してい

るところ、国民年金手帳記号番号払出簿によると、申立人の国民年金手帳記号

番号は 41年４月 15日に払い出されていることが確認でき、申立人の主張する

加入時期と相違する。 

また、申立人は、申立期間の国民年金保険料は集金人に納付しており、申立

期間当時の国民年金手帳は、同手帳を預ってくれていた集金人が誤って焼失さ

せてしまったと主張しているところ、上記払出簿によると、申立期間当時、申

立人に対して、上記とは別の国民年金手帳記号番号が払い出されたことをうか

がわせる事情は見当たらない。 

さらに、Ａ市の被保険者名簿によると、昭和36年度から38年度までは未納、



 

39 年度は６か月が納付、40 年度以降は納付済みとなっているところ、国民年

金被保険者台帳及びオンライン記録の納付記録とも一致しており、一連の記録

に不自然な点は見られない。 

加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付してい

たことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



 

兵庫国民年金 事案 1938 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成７年７月から 10 年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 39年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成７年７月から 10年３月まで 

    私は、｢ねんきん特別便｣が届いたので、Ａ社会保険事務所（当時）に赴い

て年金記録の照会を行ったところ、申立期間は未納と回答された。 

    しかし、平成７年６月末に事業所を退職後、Ｂ市の本庁で国民年金の加入

手続を行い、送付された納付書により郵便局の窓口で国民年金保険料の納付

を行っており、申立期間が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、平成７年７月に国民年金に加入したと主張しているが、オンライ

ン記録によると、申立人の基礎年金番号は 10 年４月７日に国民年金の記号番

号で付番されていることが確認でき、申立人の主張する加入時期と相違する上、

国民年金手帳記号番号払出簿によると、申立人に対して、それ以前に国民年金

手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

また、上記、基礎年金番号が付番された時点において、申立期間のうち、平

成８年２月以前については、時効により保険料を納付することができない期間

である一方、それ以外の申立期間は、過年度納付が可能であるものの、オンラ

イン記録によると、10年５月 19日付けで申請免除を行っていることが確認で

きることから、さかのぼって過年度保険料の納付を行えた状況もうかがえない。 

さらに、申立人が申立期間に係る国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿等)は無く、ほかに申立期間の保険料を納付したことをうかがわ

せる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



 

兵庫国民年金 事案 1939 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成２年９月の国民年金保険料については、納付していたものと認

めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 39年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成２年９月 

    私は平成２年９月にＡ社を退職後、同月にＢ市役所で国民年金の加入手続

を行ったと思う。それ以降、保険料の振り込み用紙が送られてきた分につい

てはすべて支払ってきた。しかし、年金記録を確認すると、会社を退職した

同月分の保険料が未納となっていた。記録が無いと言われても、私も理由が

分からない。自分で同月分を納付しなくてもよいと思ったわけではないので、

納付書が発行されていれば当然支払っていると思う。しっかり調査して記録

を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ市の国民年金台帳（収滞納記録）、申立人の所持する国民年金手帳及びオ

ンライン記録によると、申立人の被保険者資格取得日はいずれも平成２年 10

月１日と記録されており、また、申立人が会社を退職した同年９月（申立期間）

はいずれも未加入期間とされていることから、制度上、当該期間に納付書は発

行されておらず、保険料を納付することができない。 

また、申立期間に係る上記とは別の国民年金手帳記号番号が申立人に対して

払い出された事情は見当たらない。 

さらに、申立人は、申立期間における国民年金の加入手続及び保険料納付に

係る記憶が曖昧
あいまい

であり、当該期間に係る保険料の納付状況について具体的な供

述が得られない。 

加えて、申立人が申立期間に係る国民年金保険料を納付していたことを示す

関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに当該期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



 

兵庫厚生年金 事案 2344 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 40年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成３年３月 31日から同年４月１日まで 

私は、平成２年度（平成２年４月１日から３年３月 31日まで）を雇用期

間とする契約により、Ａ事業所Ｂ事務所(現在は、Ｃ事務所)において、アル

バイトの事務補助員として勤務していたが、同年度末の３年３月は厚生年金

保険の加入期間とされていなかった。 

その後もＡ事業所の複数の事務所において、年度ごとの契約で勤務してい

たが、申立期間だけが欠落しており納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人のＡ事業所Ｂ事務所における雇用保険被保険者記録は、平成２年４月

１日から３年３月 30日（翌日の同月 31日は、日曜日）までの期間であること

が確認できる。 

また、申立人は、「Ａ事業所Ｂ事務所では、アルバイトとして勤務していた。」

と供述しているところ、当該事務所の元総務課長は、｢非常勤職員には日々雇

用職員（日給制）と臨時職員（月給制）の別があるが、申立人は日々雇用職員

であったので、年度単位で雇用したとしても、年度末日が日曜日であれば、日々

雇用職員の出勤日ではないので、その日を在籍期間としては取り扱わない。｣

と回答している。 

さらに、Ａ事業所人事部は、｢日々雇用職員の給与支払日は翌月 10日である

ことから、厚生年金保険被保険者資格を喪失した月の保険料を給与から誤って

控除する可能性は考え難い。｣と回答している。 

加えて、オンライン記録によると、申立人と同様に、平成２年４月１日に厚

生年金保険被保険者資格を取得し、平成２年度末まで被保険者期間が継続して

いた７人（申立人を除く。）のうち６人が、申立人と同じ平成３年３月 31日に



 

同資格を喪失していることが確認できる。また、７人のうち唯一、３年４月１

日に同資格を喪失している一人について、当時の事情を知るＡ事業所の職員は、

｢平成２年当時に勤務していた非常勤職員のうち、当該一人だけが臨時職員で

あり、他は全員日々雇用職員であった。｣と証言している。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



 

兵庫厚生年金 事案 2345 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、平成 10 年９月 13日から 17年１月１日までの

期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたと認めることはできない。 

   また、申立期間のうち、17 年１月１日から 19 年８月 31 日までの期間につ

いては、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 40年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 10年９月 13日から 17年１月１日まで 

             ② 平成 17年１月１日から 19年８月 31日まで 

私は、Ａ社からＢ社に派遣され、Ｃ業務をしていたが、実際の給与額より

も低い金額が社会保険事務所（当時）に届出されていたようである。 

私がＡ社に在籍していた期間のうち、過去２年間（平成 19 年８月以降）

については、社会保険事務所が調査しているので、それよりも前の期間につ

いて調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①については、Ａ社から提出を受けた申立人に係る健康保険厚生

年金保険被保険者資格取得確認通知書によると、同社は、オンライン記録の

とおり、申立人について、平成 17 年１月１日付けで厚生年金保険の被保険

者資格を取得する届出を行っていることが確認できる。 

    また、申立人が提出した平成 13 年分の給与所得の源泉徴収票から、同年

においては、申立人の給与から、厚生年金保険料が控除されていないことが

確認できる。 

    さらに、Ａ社が提出した給与計算書によると、平成 16年７月から同年 12

月までについて、申立人の給与から、厚生年金保険料が控除されていないこ

とが確認できる。 

    このほか、申立人が、申立期間①に係る厚生年金保険料を事業主により給



 

与から控除されていたことを示す関連資料は無く、ほかに申立人の給与から

厚生年金保険料が控除されていたことをうかがわせる周辺事情も見当たら

ない。 

    これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

  ２ 申立期間②については、申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違につい

て申し立てているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に

関する法律に基づき、標準報酬月額を改定又は決定し、記録の訂正及び保険

給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び

申立人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であり、これら

の標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

    申立人が提出した給与明細書によると、平成 17 年４月から同年７月まで

の期間、18年２月、同年３月、同年８月から 19年２月までの期間及び同年

４月から同年８月までの期間については、Ａ社が社会保険事務所に届け出た

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料と同額の厚生年金保険料を給与から

控除されていることが確認できる。 

    また、Ａ社が提出した給与計算書によると、平成 17 年１月から同年 11

月までの期間については、同社が社会保険事務所に届け出た標準報酬月額に

基づく厚生年金保険料と同額の厚生年金保険料を給与から控除されている

ことが確認できる。 

    さらに、平成 17年 12月から 18 年１月まで、同年４月から同年７月まで

及び 19 年３月については、給与明細書等が無く、給与から控除された厚生

年金保険料額を確認することができない。 

    このほか、事業主が、申立期間②において申立人の給与から、申立人が主

張する標準報酬月額に相当する厚生年金保険料を控除していたことをうか

がわせる事情は見当たらない。 

    これらの事情を含めて総合的に判断すると、申立期間②については、申立

人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことを認めることはできない。 

 



 

兵庫厚生年金 事案 2346 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、平成９年７月４日から 17年３月 31日までの期

間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたと認めることはできない。 

   また、申立期間のうち、平成 17年４月１日から 19年９月 30日までの期間

については、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 51年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成９年７月４日から 17年３月 31日まで 

             ② 平成 17年４月１日から 19年９月 30日まで 

私は、平成９年７月４日にＡ社に入社したが、厚生年金保険の加入記録は、

17 年４月１日からとなっているので、入社日からの加入に訂正してほしい

（申立期間①）。 

また、私は、Ａ社からＢ社に派遣されて、Ｃ業務をしていたが、Ａ社の関

係者から、「Ｂ社に勤務していた期間の標準報酬月額が、給与明細書にある

給与額よりも 3,000 円から 6,000 円ほど低い金額に改ざんされている。」と

聞いたので、適正な金額に訂正してほしい（申立期間②）。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①については、Ａ社から提出を受けた申立人に係る健康保険厚生

年金保険被保険者資格取得確認通知書によると、同社は、オンライン記録の

とおり、申立人について、平成 17 年４月１日付けで厚生年金保険の被保険

者資格を取得する届出を行っていることが確認できる。 

また、雇用保険の記録においても、申立人は、平成 17 年４月１日に同保

険に加入していることが確認できる。 

さらに、申立人が提出した平成 14 年度市民税・県民税特別徴収税額の決

定・変更通知書及び給与明細書から、平成 13年及び 14年３月分の厚生年金

保険料については、申立人の給与から控除されていないことが確認できる。 



 

加えて、Ａ社から提出を受けた給与計算書によると、平成 16年 12月から

17 年３月までについて、申立人の給与から、厚生年金保険料が控除されて

いないことが確認できる。 

このほか、申立人が、申立期間①に係る厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことを示す関連資料は無く、ほかに申立人の給与から

厚生年金保険料が控除されていたことをうかがわせる周辺事情も見当たら

ない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

２ 申立期間②については、申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違につい

て申し立てているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に

関する法律に基づき、標準報酬月額を改定又は決定し、記録の訂正及び保険

給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び

申立人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であり、これら

の標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

申立人が提出した給与明細書によると、平成 18年７月から 19年３月まで

の期間及び同年５月から同年９月までの期間については、Ａ社が社会保険事

務所（当時）に届け出た標準報酬月額に基づく厚生年金保険料と同額の厚生

年金保険料を給与から控除されていることが確認できる。 

また、Ａ社が提出した給与計算書によると、平成 17 年４月から同年 11

月までの期間については、同社が社会保険事務所に届け出た標準報酬月額に

基づく厚生年金保険料と同額の厚生年金保険料を給与から控除されている

ことが確認できる。 

さらに、平成 17年 12 月から 18年６月までの期間及び 19年４月について

は、給与明細書等が無く、給与から控除された厚生年金保険料額を確認する

ことができない。 

このほか、事業主が、申立期間②において、申立人の給与から、申立人が

主張する標準報酬月額に相当する厚生年金保険料を控除していたことをう

かがわせる事情は見当たらない。 

これらの事情を含めて総合的に判断すると、申立期間②について、申立人

が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 

 



 

兵庫厚生年金 事案 2347 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、その主張する

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 50年４月から 52年６月まで 

私は、昭和 45年３月 31日にＡ社（現在は、Ｂ社）に入社し、平成 16年

９月末に退職するまでの間、継続して勤務していた。 

私の在職期間のうち、昭和 50年４月から 52年６月までの標準報酬月額の

算定額が、私が所持している給与支給明細書の総支給額と比べると、社会保

険庁（当時）の算定届出の処理の誤りにより、低くされているので、申立期

間の標準報酬月額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、 

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、

標準報酬月額を改定又は決定し、記録の訂正及び保険給付が行われるのは、

事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額及び申立人の報

酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であり、これらの標準報酬

月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

申立期間のうち、昭和 50 年４月から同年８月までの期間については、申

立人は、当該期間に係る標準報酬月額について、給与支給明細書に記載され

ている総支給額を基に算定すべきと主張しているところ、49 年５月の給与

支給明細書によると、その他手当として１万 9,000円が記載されており、こ

の金額は、同年４月の基本給と同年５月の基本給の差額と同額となることか

ら、申立人に支払われた同年５月の給与には、同年４月の昇給差額が含まれ

て支給されていることが推認できる上、Ｂ社は、「申立期間の賃金台帳等が

残っていないため確認できないが、49 年５月の給与には、同年４月の昇給

差額が含まれている可能性が高いと思われる。」と回答しており、当該期間

の標準報酬月額は、49 年５月から同年７月までの給与総支給額から当該昇



 

給差額を除外して算出すべきであり、この場合の標準報酬月額は 11万 8,000

円となる。 

一方、オンライン記録によると、昭和 49年 10月の定時決定（算定）の記

録は無く、50 年４月から同年８月までの標準報酬月額は、49 年１月におけ

る随時改定（月変）による 11万円となっている。 

また、Ｂ社は、「申立期間に係る賃金台帳等の書類は残っていないため、

標準報酬月額の届出の基準を含め当時の状況は不明であるが、当社としては、

国の記録どおりの届出を行っていた。」と回答している上、Ａ社に係る健康

保険厚生年金保険被保険者名簿により、申立人が同社で被保険者資格を取得

した前後に同資格を取得している元従業員の標準報酬月額の記録によると、

昭和 49年 10月の定時決定の記録は確認できないことから、当該事業所にお

いては、当該定時決定に係る届出を社会保険事務所（当時）に対して行って

いなかったものと考えられる。 

さらに、申立人が所持する当該期間に係る給与支給明細書によると、事業

主により給与から控除された厚生年金保険料に基づく標準報酬月額は、オン

ライン記録の標準報酬月額と同額であり、申立人が主張する標準報酬月額に

基づく保険料控除は行われていないことが確認できる。 

２ 申立期間のうち、昭和 50年９月から 51年９月までの期間については、申

立人に支払われた 50 年６月の給与には、同年４月に遡及した昇給差額及び

家族手当差額が含まれて支給されていることが推認できることから、当該期

間の標準報酬月額は、同年６月から同年８月までの給与総支給額から当該差

額を除外して算出すべきであり、この場合の標準報酬月額は 13 万 4,000 円

となり、オンライン記録と一致していることが確認できることから、一連の

標準報酬月額の届出について事務処理上の誤りは認められない。 

また、申立人が所持する昭和 50年９月から 51年８月までの給与支給明細

書によると、事業主により給与から控除された厚生年金保険料に基づく標準

報酬月額は、オンライン記録の標準報酬月額と同額であり、申立人が主張す

る標準報酬月額に基づく保険料控除は行われていないことが確認できる。 

３ 申立期間のうち、昭和 51年 10月から 52年６月までの期間については、

申立人に支払われた 51 年６月の給与には、同年４月の昇給差額が含まれて

支給されていることが推認できることから、当該期間の標準報酬月額は、同

年５月から同年７月までの給与総支給額から当該昇給差額を除外して算出

すべきであり、この場合の標準報酬月額は 14 万 2,000 円となり、オンライ

ン記録と一致していることが確認できることから、一連の標準報酬月額の届

出について事務処理上の誤りは認められない。 

４ これらの事実及びこれまでに収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはで

きない。 



 

兵庫厚生年金 事案 2348 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、平成９年 11月６日から 17年１月１日までの期

間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたと認めることはできない。 

   また、申立期間のうち平成 17年１月１日から 19年 10月 26日までの期間に

ついては、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 42年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成９年 11月６日から 17年１月１日まで 

             ② 平成 17年１月１日から 19年 10月 26日まで 

Ａ社からＢ社に派遣されＣ業務をしていたところ、Ａ社から電話があり、

「実際の給与額よりも低い金額を社会保険事務所（当時）に届け出ていたの

で、年金記録確認第三者委員会に申立てをしてください。」と言われた。 

私がＡ社に在籍していた期間のうち、過去２年間（平成 19 年８月以降）

については、社会保険事務所が調査しているので、それよりも前の期間につ

いて調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①については、Ａ社から提出を受けた申立人に係る健康保険厚生

年金保険被保険者資格取得確認通知書によると、同社は、オンライン記録の

とおり、申立人について、平成 17 年１月１日付けで厚生年金保険の被保険

者資格を取得する届出を行っていることが確認できる。 

また、申立人が提出した平成 12年度から 15年度までの市民税・県民税特

別徴収税額の通知書及び平成13年分及び15年分の給与所得の源泉徴収票か

ら、11年から 15年までの期間については、申立人の給与から、厚生年金保

険料が控除されていないことが確認できる上、16 年分の給与所得の源泉徴

収票によると、社会保険料等の総額が１か月分の厚生年金保険料に満たない

ことから、同年についても、申立人の給与から厚生年金保険料が控除されて



 

いなかったことがうかがえる。 

さらに、Ａ社が提出した給与計算書によると、平成 16年７月から同年 12

月までについて、申立人の給与から、厚生年金保険料が控除されていないこ

とが確認できる。 

このほか、申立人が、申立期間①に係る厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことを示す関連資料は無く、ほかに申立人の給与から

厚生年金保険料が控除されていたことをうかがわせる周辺事情も見当たら

ない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

２ 申立期間②については、申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違につい

て申し立てているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に

関する法律に基づき、標準報酬月額を改定又は決定し、記録の訂正及び保険

給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び

申立人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であり、これら

の標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

申立人が提出した給与明細書によると、平成 17年２月から 18年１月まで

の期間、同年３月から同年５月までの期間、同年７月、同年９月から同年

11月まで及び 19年６月については、Ａ社が社会保険事務所（当時）に届け

出た標準報酬月額に基づく厚生年金保険料と同額の厚生年金保険料を給与

から控除されていることが確認できる。 

また、Ａ社が提出した給与計算書によると、平成 17 年１月から同年 11

月までの期間については、同社が社会保険事務所に届け出た標準報酬月額に

基づく厚生年金保険料と同額の厚生年金保険料を給与から控除されている

ことが確認できる。 

さらに、平成 18年２月、同年６月、同年８月、同年 12月から 19 年５月

まで及び同年７月から同年９月までについては、給与明細書等がなく、給与

から控除された厚生年金保険料額を確認することができない。 

このほか、事業主が、申立期間②において、申立人の給与から、申立人が

主張する標準報酬月額に相当する厚生年金保険料を控除していたことをう

かがわせる事情は見当たらない。 

これらの事情を含めて総合的に判断すると、申立期間②において、申立人

が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 

 



 

兵庫厚生年金 事案 2349 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 38年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 17年６月１日から 19年９月 30日まで 

私は、Ａ社の派遣社員として働いていた。同社の給与明細書を見ると、厚

生年金保険料が改ざんされているように思うので、調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、標準報

酬月額を改定又は決定し、記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が

源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに

基づく標準報酬月額の範囲内であり、これらの標準報酬月額のいずれか低い方

の額を認定することとなる。 

申立人が提出した給与明細書により、平成 17年６月から同年 10月までの期

間、18年１月及び同年５月から 19年８月までの期間については、Ａ社が社会

保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額に基づく厚生年金保険料と同額の

厚生年金保険料を給与から控除されていることが確認できる。 

また、Ａ社が提出した給与計算書により、申立期間のうち、平成 17 年６月

から同年９月までの期間については、同社が社会保険事務所に届け出た標準報

酬月額に基づく厚生年金保険料と同額の厚生年金保険料を給与から控除され

ていることが確認できる。 

さらに、平成 17 年 11 月、同年 12 月、18 年２月から同年４月まで及び 19

年９月については、給与明細書等がなく、給与から控除された厚生年金保険料

額を確認することができない。 

その他事業主が、申立期間において、申立人の給与から、申立人が主張する

標準報酬月額に相当する厚生年金保険料を控除していたことをうかがわせる

事情は見当たらない。 

これらの事情及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

期間について、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



 

兵庫厚生年金 事案 2350 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、昭和 59年７月１日から 60年９月 30日までの期間についてその

主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたと認めることはできない。 

また、申立人は、平成２年２月27日から同年９月20日までの期間について、

厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたと認めることはできない。 

 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 59年７月１日から 60年９月 30日まで 

             ② 平成２年２月 27日から同年９月 20日まで 

    Ａ社に入社した昭和 59 年７月からの標準報酬月額の記録に間違いがある。

契約では 25万円のはずが 15万円になっている。また、同社での厚生年金保

険被保険者資格の喪失日が平成２年２月 27日となっているが、事実は同年

９月 20日である。記録の訂正を願いたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人は、「Ａ社に入社時の契約では、給与の総支

給額は 25万円であった。」と主張している。 

しかしながら、Ａ社において経理事務を担当していた上記元同僚は、「申

立人の給与の体系は一般の社員とは違っており、社長との話で決まっていた。

給与の支給額は高額であったと覚えているが具体的な金額及び厚生年金保

険料控除額については不明である。」と証言している上、当該事業所は既に

廃業しており、申立人の給与支給額について照会することはできず、当時の

代表者に上記の照会を行ったものの回答を得ることができないため、申立人

の申立期間①における給与の総支給額及び厚生年金保険料の控除額につい

て確認することはできない。 

また、Ａ社に係るオンライン記録から、申立期間に厚生年金保険被保険者



 

の資格を有し所在が確認できた 11 人に、当時の給与支給額及び支給明細に

ついて照会したが、複数の元同僚は、「自身の標準報酬月額は正しい。」とそ

れぞれ証言している上、同記録によると、申立人の申立期間当時の厚生年金

保険の標準報酬月額は、元同僚の標準報酬月額と比べ、著しく低いとは言い

難い。 

さらに、標準報酬月額が遡及
そきゅう

して引き下げられているなどの不自然な点も

見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立期間①について、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

２ 申立期間②について、申立人の申立期間に係る雇用保険被保険者記録によ

ると、平成２年９月 20日に同資格を喪失していることが確認できる。 

しかしながら、全国健康保険協会Ｂ支部によると、申立人は、平成２年２

月 21日に健康保険任意継続被保険者の資格を取得し、４年２月 21 日に同被

保険者資格を喪失していることが確認できる。 

また、Ａ社は既に廃業しており申立人の厚生年金保険料の控除の有無につ

いて照会することはできず、当該事業所に係るオンライン記録から、当時の

代表者を把握し上記の照会を行ったものの回答を得ることができないため、

申立人の申立期間②における厚生年金保険料の控除の有無について確認す

ることはできないものの、当該事業所において経理事務を担当していた元同

僚は、「申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除については不明だ

が、社員の給与から控除した厚生年金保険料の預かり分と会社負担分は、社

会保険事務所（当時）からの納付書に合わせて支払うので、金額が違ってい

れば帳簿が合わない。私が担当していた期間については、そのような間違い

は無かった。税理士とも相談しながら処理をしていたので、厚生年金保険料

控除について間違いは無かった。」と証言している。 

このほか、申立人が申立期間②に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことを示す関連資料は無く、ほかに申立人の給与から厚

生年金保険料が控除されていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらな

い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間②に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



 

兵庫厚生年金 事案 2351 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 30年１月１日から 34年９月１日まで 

私は、父親の勧めにより、当時、安定感のある大きな会社であったＡ社Ｂ

支店に昭和 30年１月に入社し、社員として勤務し、同年 10月以降は同社の

Ｂ支店で勤務した。 

申立期間に厚生年金保険に加入しているはずなので調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、｢申立期間についてＡ社Ｂ支店で勤務していた。｣と主張している。 

しかしながら、Ａ社Ｂ支店に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿におい

て、申立人の氏名及び申立人が記憶している元上司の氏名は確認できない上、

上記被保険者名簿から、申立期間に在籍し所在が確認できた 15 人に当時の勤

務状況を照会し、８人から回答を得たところ、８人のうち３人は同社Ｃ支店で、

残る５人は同社Ｂ支店でそれぞれ長期社員として勤務していたことが確認で

きるものの、８人全員が申立人を覚えていないと回答している。 

また、Ａ社は現存しているところ、同社人事部長によると、「当時の資料は

現在残っておらず、また、当時のことを知っている者も在籍していないので、

申立人の申立期間における厚生年金保険の加入については分からない。先輩か

ら聞いた話によると、当社は当時、全国に支店を有しており、地域により多少

取扱いは異なったようではあるが、社員はＤ社員という名称で勤務していたら

しい。特定の季節だけ雇用された短期Ｄ社員と、１年を通して雇用された長期

Ｄ社員が在籍していたらしく、短期Ｄ社員は厚生年金保険には加入していなか

ったようだ。申立人は、Ｄ社員として在籍しながら厚生年金保険に加入してい

ないとすると、短期Ｄ社員であった可能性が考えられる。」と回答している。 

また、Ａ社Ｂ支店に申立期間に在籍していた元長期Ｄ社員の一人は、「私は



 

長期Ｄ社員として在籍したが、申立人のことは覚えがない。当時は、特定の季

節だけ短期Ｄ社員が在籍していた。彼らは厚生年金には加入していなかった。」

と証言しており、同社Ｃ支店に申立期間に在籍した元社員の一人は、「私は、

昭和 25 年にＡ社で本社採用され、正社員として入社し、Ｃ支店のＥ課に配属

され、契約社からの原料の収納とＢ支店への出荷に従事した。Ｃ支店において

も短期Ｄ社員で厚生年金保険に加入できない者が大勢在籍していた。時期は定

かではないが、短期雇用者が行政指導を仰ぎ、会社側と団体交渉して身分補償

を求めたことがある。私は部下から「団体交渉に出るから今日は休ませてほし

い。」と願い出られたことを覚えている。」と証言している。 

さらに、申立人に係る厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）には申立期間の

前の期間であるＥ社の記録のみが記載されており、不自然な点は見当たらない

上、Ａ社健康保険組合は当時の資料は保管しておらず、申立人の加入状況は確

認できない。 

 このほか、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを示す関連資料は無く、ほかに申立人が申立期間に係る厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことをうかがわせる周

辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

 



 

兵庫厚生年金 事案 2352 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

  氏 名 ： 男 

  基礎年金番号 ：  

  生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

  住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 30年 10月から 32年６月まで 

         ② 昭和 33年１月から 34年 10月まで 

私は、昭和 30年 10月から 32年６月まではＡ社の下請けをしていたＢ社

で勤務し、33 年１月から 34 年 10 月まではＣ社で勤務していたと記憶して

いるが、申立期間の厚生年金保険被保険者記録が欠落していることに納得で

きない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人は、「昭和 30年 10月から 32年６月までの間、

Ａ社の下請けをしていたＢ社で継続して勤務していた。」と主張していると

ころ、同社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立人が記

憶する元同僚と同姓の者３人が確認できる上、元事業主の長男は、「同社は、

Ａ社の下請け会社として設立し、申立人が記憶している同姓の従業員は会社

設立時から勤務していた。」と証言していることから、勤務期間は特定でき

ないものの、申立人が同社に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、オンライン記録によると、Ｂ社が厚生年金保険の適用事業

所となったのは、昭和 34 年６月１日であり、申立期間①は同社が厚生年金

保険の適用事業所となる前の期間である。 

また、申立期間当時のＢ社の取締役（事業主の長男）は、「申立人の記憶

は無く、当時の書類として唯一保管している名簿には申立人の氏名の記載は

無い。」と回答している。 

さらに、申立人が記憶する元同僚３人は既に死亡又は所在不明のため当時

の勤務状況等について照会できないことから、Ｂ社に係る健康保険厚生年金

保険被保険者名簿において、同社が厚生年金保険の適用事業所となると同時



 

に被保険者資格を取得した元従業員のうち、所在が判明した二人に照会した

ところ、「私は昭和 31 年ごろには同社に勤務していたと記憶しているが、

申立人の記憶は無い。」、「私は 34 年６月以前に同社で勤務した記憶は無

く、申立人のことも知らない。」とそれぞれ証言しており、申立人が申立期

間①に同社で勤務していたことをうかがわせる証言が得られない。 

２ 申立期間②について、申立人は、「昭和 33年１月から 34 年 10月までＣ

社で継続して勤務した。私は、同社で船に乗っていたものの厚生年金保険に

加入していたと思うが、はっきり覚えていないので、船員保険だったかもし

れない。」と主張している。 

しかしながら、日本年金機構Ｄ事務センターは、「Ｃ社が厚生年金保険及

び船員保険の適用事業所であった記録は確認できない。」と回答している上、

所在地を管轄する法務局においても当該事業所に係る商業登記の記録は確

認できない。 

また、申立人は、当該事業所の事業主及び同僚の氏名を記憶していないた

め、同僚等に聞き取り調査を行うことができず、申立人の申立期間②当時の

勤務実態及び厚生年金保険の加入状況を確認することができない。 

さらに、申立人は、「Ｃ社はＥ社の下請けをしていたが倒産してＥ社に買

収された。」と供述しているが、Ｅ社は、「社史及び当時の資料で調査した

がＣ社の記載は無く、取引関係には無かったと思われる。」と回答しており、

申立人の主張内容を確認することができない。 

なお、申立人は、「Ｃ社の所在地はＦ市であったが、Ｇ市に支店があった。」

と供述しているところ、商業登記簿謄本によると、Ｇ市を本店所在地として、

類似する名称の事業所のＨ社が確認できる。しかし、同社は既に解散してお

り、事業主も既に死亡していることから、申立てに係る事業所であることを

確認することができない上、オンライン記録によると、同社が船員保険の適

用事業所となったのは昭和 36 年９月３日、厚生年金保険の適用事業所とな

ったのは同年 11 月１日であり、申立期間②は同社が船員保険及び厚生年金

保険の適用事業所となる前の期間である。 

３ このほか、申立人が申立期間①及び②に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことを示す関連資料は無く、ほかに当該期間に係

る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことをうかがわ

せる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①及び②に係る厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 



 

兵庫厚生年金 事案 2353 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和 36年２月から同年９月６日まで 

私は、昭和 36年２月からＡ事業所で働き始めたと記憶しているが、厚生

年金保険の加入が同年９月６日からとなっているので調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「昭和 36 年２月からＡ事業所に勤務した。」と主張していると

ころ、同事業所の複数の元従業員の証言により、申立人が同事業所に勤務して

いたことは推認できる。 

しかしながら、Ａ事業所は既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなってお

り、申立人の厚生年金保険の加入状況について確認することができない。 

また、Ａ事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票から、申立期間に

被保険者資格を有する元従業員 19 人を把握し聞き取りを行った結果、そのう

ちの８人は、「同事業所には試用期間があり、最初はＢ職として採用され、半

年ぐらいしてからＣ職扱いとなって厚生年金保険に加入した。」と証言してい

る上、当時事務担当者であったとする元従業員は、「仕事がきつく、すぐに辞

める従業員がいたので、勤務が続いた者だけを厚生年金保険に加入させてい

た。」と証言している。 

さらに、上記の被保険者原票から、申立人と同一日に厚生年金保険被保険者

資格を取得している元従業員 10 人のうち１人は、「Ｄ地から出てきて働き始

めたのは、昭和 36 年３月１日からだったと思う。給料が余り低いので、半年

ぐらいたったころ、会社の担当者に直談判したところ、入社時はＢ職扱いだと

言われた。その後、Ｃ職扱いになり、厚生年金保険に加入したと思う。」と証

言している。 

これらのことから判断すると、Ａ事業所は、従業員を入社と同時に厚生年金



 

保険に加入させる取扱いではなく、一定期間経過後に加入させていたと考えら

れる。 

このほか、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを示す関連資料は無く、ほかに申立人が申立期間に係る厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことをうかがわせる周

辺事情も見当たらない。 

これらを総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立

期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認める

ことはできない。 



 

兵庫厚生年金 事案 2354 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女（死亡） 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正 12年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和 59年４月 16日から同年７月９日まで 

私の母は、Ａ社（現在は、Ｂ社）Ｃ支店を定年退職後、引き続きＤ社（現

在は、Ｅ社）に入社し、昭和 63 年７月に退職するまで勤務を休んだ記憶は

無いと言っていたにもかかわらず、申立期間の厚生年金保険の記録が欠落し

ていることに納得できない。 

（注）申立ては、申立人の子が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求めて 

行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の被保険者記録によると、申立人は、昭和 59年４月 15日にＡ社Ｃ

支店を離職し、同年７月９日にＤ社で被保険者資格を取得しており、オンライ

ン記録と一致していることが確認できる上、Ａ社Ｃ支店を退職後に求職者給付

を受給していることが確認できる。 

また、Ｂ社が保管する申立人に係る退職報告書によると、申立人は、昭和

59年４月 15日に同社を退職していることが確認できる。 

さらに、Ｅ社は、「申立期間に係る申立人の資格取得届、保険料の納付の有

無等が確認できる資料は無く、当時の状況は不明である。」と回答しているも

のの、Ｄ社の元従業員は、「申立人の勤務期間は覚えていないが、同社Ｆ支店

を開設する際に申立人を事務補助としてつけてもらった。」と証言しており、

Ｂ社は、「Ｄ社Ｆ支店は、昭和 59年７月 16日に開設されている。」と回答し

ている。 

これらのことから判断すると、申立人は、昭和 59年４月 15日にＡ社を退職

した後、同年７月 16 日のＤ社Ｆ支店の開設に際して勤務を開始したものと考

えるのが自然である。 



 

このほか、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを示す関連資料は無く、ほかに申立人が申立期間に係る厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことをうかがわせる周

辺事情も見当たらない。 

これらを総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立

期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認める

ことはできない。 



 

兵庫厚生年金 事案 2355 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男  

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 30年１月１日から 34年 12月１日まで 

私は、同僚だったＡ氏の入社１年後にＢ社に入社した。当時、Ｃ駅付近に

あった会社からＤの自宅へ帰る電車の中で、昭和 33 年の日本シリーズで稲

尾選手の活躍により、西鉄ライオンズが逆転優勝した試合をラジオで聞いた

ことを記憶している。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「昭和 30年１月１日から 34年 12月１日までＢ社で勤務した。」

と主張している。 

しかしながら、昭和 29 年３月から当該事業所に勤務していたと供述する元

従業員は、「申立人は、自分より約１年後の 30年ごろに入社し、１年半くらい

で退職した。」と証言している上、32年６月に入社し、申立人と同様、Ｅ部署

で勤務したと供述する元従業員は、「申立人のことは覚えていない。」と証言し

ている。 

また、上記元同僚が名前を挙げたＥ部署勤務の元従業員は、当該元同僚のほ

か二人（このうち一人は申立人が記憶するＡ氏）であったところ、申立人は、

当該元同僚及び当該元同僚が名前を挙げた元従業員二人のうち一人を知らな

いと供述していることから、申立人の当該事業所における勤務期間を特定する

ことができない。 

また、申立人が自分より１年程前に入社したとする元同僚のＡ氏の当該事業

所に係る厚生年金保険被保険者資格の取得日は昭和 31 年５月１日であること

が確認できるところ、申立人及び元従業員の証言から、当該元同僚の同社への

入社時期は 26年から 27年ごろであることがうかがえる上、申立人が自分より

後に入社し半年程度で退職したと記憶する元同僚の被保険者記録も見当たら



 

ない。 

これらのことから判断すると、当該事業所では、必ずしもすべての従業員に

ついて、入社と同時に厚生年金保険に加入させていたわけではなかったことが

うかがえる。 

さらに、当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿に申立人の氏

名は無い上、整理番号に欠番は無く、申立人の記録の欠落をうかがわせる不自

然な点は見当たらない。 

このほか、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを示す関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



 

兵庫厚生年金 事案 2356 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 20年 12月 15日から 23年３月 31日まで 

    私は昭和 18年３月に中学校の同級生二人と一緒にＡ社Ｂ事業所（現在は、

Ｃ社）へ就職し、Ｄ業務の仕事をしていた。戦後、数か月間、Ｅ業務を担当

したが、業務縮小により再度、Ｄ業務に戻って 23 年３月に退職したにもか

かわらず、年金記録は 20年 12月 15日資格喪失となっており、一部記録が

欠落しているので、調査の上、訂正してほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「昭和 18年３月から 23年３月まで、Ａ社Ｂ事業所で勤務した。」

と主張している。 

しかしながら、Ｃ社によると、「申立人の勤務実態や保険料控除の状況が分

かる資料が無いため、申立期間当時の状況は不明である。」と回答している上、

申立人が申立期間後に勤務したＥ社に申立人の履歴書等の職歴が確認できる

資料の有無を照会したものの、同社によると、当該資料は保存していないとし

ており、申立人の申立期間に係る勤務実態を確認できない。 

また、申立人が記憶する申立人と同職種の複数の元同僚は、全員、所在不明

のため、照会することができない上、Ａ社Ｂ事業所において申立期間の前後に

厚生年金保険被保険者記録があり、所在が確認できた 40 人に申立人の在籍及

び厚生年金保険への加入状況について照会したところ、32 人から回答があっ

たものの、申立人が申立期間において在籍し、厚生年金保険に加入していたこ

とを裏付ける証言等は得られない。 

さらに、昭和 18 年３月 28 日から 20 年 12 月 15 日までのＡ社Ｂ事業所に係

る申立人の厚生年金保険被保険者記録については、Ｆ共済組合へ移管されたこ

とが確認できるところ、同共済組合が保管する申立人に係る資格関係記録によ



 

ると、18 年３月 28 日から 20 年 12 月 15 日までの厚生年金保険被保険者記録

が確認できる上、申立人に係る厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）によると、

Ａ社Ｂ事業所において、18年３月 28日資格取得、20年 12月 15日資格喪失（原

因：カイコ）の記載が確認でき、それぞれの記録はオンライン記録と一致する。 

このほか、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを示す関連資料は無く、ほかに申立人の給与から厚生年金

保険料が控除されていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



 

兵庫厚生年金 事案 2357 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 39年 11月 25日から 41年７月１日まで 

    地震や台風による被災のため、証明できる当時の資料は無いが、昭和 39

年８月からＡ社に勤務していたので、申立期間について、国民健康保険又は

社会保険のどちらに加入していたのか調査してほしい。 

（注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求めて 

行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立人は、昭和 39 年８月１日にＡ社に係る健康

保険厚生年金保険被保険者資格を取得し、同年 11 月 25 日に同資格を喪失後、

41 年７月１日に再度、同社において同資格を取得しており、申立期間に係る

被保険者記録が無いことが確認できるところ、申立人の妻は、「Ａ社は、私（申

立人の妻）の父親が設立した会社であり、申立期間のころ、父親が役員であっ

たので、申立期間の申立人の被保険者記録が無いのはおかしい。」と主張して

いる。 

しかしながら、申立人と同日にＡ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者資

格を取得し、申立期間中に同資格を喪失していることが確認できる元従業員の

うち連絡先が判明した二人は、「申立人は私よりも先に退職した。」「申立人は

直ぐに辞めた。」とそれぞれ証言しており、申立人が、いったん同社を退職し

ていることがうかがえる。 

また、Ａ社は、「申立期間当時の経営者及び従業員は既に退職しており、当

時の勤務状況や給与等の記録についても、事務所移転時に廃棄しており残って

いない。」と回答しており、申立人の申立期間当時の勤務実態及び保険料控除

について確認できない。 



 

さらに、Ａ社に係る申立人の健康保険厚生年金保険被保険者原票によると、

申立人は、昭和 39 年８月１日に健康保険番号＊番で資格取得し、同年 11 月

25 日資格喪失後、41 年７月１日に健康保険番号＊番で再度、同社において同

資格を取得していることが確認でき、オンライン記録と一致する。 

なお、申立人の妻は、「申立人は、生前、年金や保険は掛けておかなければ

ならないと言っていたので、国民健康保険か社会保険のどちらかに加入してい

るはずである。」と主張しているところ、Ｂ市役所は、「申立期間当時の申立人

に係る国民健康保険の加入記録は確認できない。」と回答しており、申立人が

申立期間当時に国民健康保険に加入していた事実を確認することはできない

が、申立人が申立期間当時に政府管掌健康保険及び厚生年金保険に加入してい

たことをうかがわせる事情も見当たらない。 

このほか、申立人が申立期間において、厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたものと認めることはできない。 

 

  



 

兵庫厚生年金 事案 2358 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 35年生 

    住 所 ：  

   

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 55年４月ごろから 56年３月ごろまで 

昭和 55 年４月ごろからＡ市のＢ社に社員として勤務した期間の厚生年金

の記録が空白である。同年６月の給与明細書と 56 年の源泉徴収票を添付す

るので、調査願いたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「昭和 55年６月の給与明細書及び 56年の源泉徴収票の記載内容

から、申立期間ごろにＢ社に勤務し、厚生年金保険料を給与から控除されてい

た。」と主張しているところ、同社の事業主は、「申立人は、申立期間、当時

社員として当社に勤務していた。」と回答している。 

しかしながら、健康保険厚生年金保険事業所名簿において、Ｂ社の名称及び

類似する名称の事業所は確認できない上、同社の事業主は、「申立期間当時は、

個人事業所で従業員数が５人未満であった。厚生年金保険には誰も加入してい

なかったので、保険料を控除できるはずもない。」と回答している。 

また、申立人は、Ｂ社に勤務していた昭和 55 年６月分であるとする給与明

細書を提出しているところ、当該明細書には６月分とのみ記載され、何年であ

るかの記載は無く、支給額 221,000 円、健康保険 8,400 円、厚生年金 10,600

円、雇用保険 1,106円の記載が確認できるものの、同社の事業主は、「申立期

間当時の給与明細書の書式とは相違している。」と回答している上、申立人に

係る同年同月の雇用保険被保険者記録は確認できないにもかかわらず、同保険

料が控除されていることが確認できる。 

さらに、オンライン記録によると、申立期間の後に勤務したＣ社における昭

和 60 年６月の標準報酬月額に基づく健康保険料及び厚生年金保険料は、申立

人がＢ社における 55 年６月分であるとする給与明細書に記載された保険料額



 

とそれぞれ一致していることから、当該給与明細書はＣ社における 60 年６月

分であることが推認できる。 

加えて、昭和 56 年分給与所得の源泉徴収票によると、適用欄に「Ｂ社同年

３月 25日退職、給料 427,050 社会保険料 11,100 S56年３月 25日退職」の

記載が確認でき、同年１月から３月のＢ社における退職直前の３か月分の給与

は 427,050円であり、１か月分は平均 142,350円と認められるところ、申立人

が提出した 55 年６月分であるとする給与明細書の支給額 221,000円と比較し

てかなり低額であり、Ｂ社の事業主も、「申立人の申立期間における給与は

15 万円程度しか支払っていなかったと思う。」と回答していることからも、

申立人が提出した給与明細書は、Ｂ社のものではないことが推認できる。 

このほか、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を給与から控除されてい

たことをうかがわせる関連資料や周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



 

兵庫厚生年金 事案 2359 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 32年生 

    住 所 ：  

   

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 52年８月１日から 55年 12月 31日まで 

私は、申立期間に旧姓でＡ社に勤務した。勤務中にけがをして近くの病院

で治療を受けたことがあり、この時に健康保険を使ったことを覚えている。

厚生年金保険にも加入していたと思うが、年金記録が無い。調べていただき

たい。 

 

第３ 委員会の判断の理由   

Ａ社の元社長及び元従業員の証言から、申立人が申立期間ごろに同社に勤務

していたことは推認できる。 

しかしながら、Ａ社の元社長は、「申立期間当時は、毎年２、３人を採用し

ていたが、最初の１年間くらいは社会保険に入れていなかった。従業員は 10

数人いたが、そういう従業員が３、４人いたと思う。申立人は入社後１年を過

ぎても社会保険に加入していなかったということだが、その理由は分からな

い。」と回答している上、申立人をはじめ元従業員の多くが、「申立期間当時、

従業員は 10数人いた。」と証言しているところ、同社に係る健康保険厚生年金

保険被保険者原票（以下「被保険者原票」という。）で被保険者数を月別に確

認すると、申立期間の 40か月のうち 34か月は被保険者数が６人から８人まで

であることが確認できる。 

これらのことから判断すると、Ａ社では必ずしも全ての従業員について厚生

年金保険に加入させる取扱いではなかったことがうかがえる。 

また、元従業員の一人は、「Ａ社には関連事業所が２、３社あり、私も一時

期は関連事業所で厚生年金保険の記録があった。」と証言しているところ、こ

れらの関連事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿に申立人の氏名は確

認できない。 



 

さらに、申立人は、「申立事業所でけがをして病院で治療を受けた時の健康

保険証は三つ折りで、オレンジのような色だったと思う。」と供述していると

ころ、申立人が記憶する病院は、「当時の診療記録は保存していない。」と回答

しており、健康保険の種類等について確認することができない。 

加えて、Ａ社に係る被保険者原票に申立人の氏名は確認できず、被保険者整

理番号に欠番も無い。 

このほか、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを示す関連資料は無く、ほかに申立人の給与から厚生年金

保険料が控除されていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 


